
○石川委員長 定刻になりましたので、それでは、これより「障害者政策委員会」を開催

いたします。 

 委員の皆様におかれましては、本日の会議への御出席、ありがとうございます。 

 本日は16時までを予定しております。 

 それでは、まず事務局から、委員の出欠状況について報告をお願いいたします。 

○加藤参事官 本日は、阿部委員、高橋委員、辻井委員、平川委員から欠席との連絡をい

ただいております。 

 また、花井委員の代理としまして、日本労働組合総連合会生活福祉局次長の森原琴江様

に御出席いただいております。 

 また、野澤委員からは１時間ほどおくれるとの御連絡、それから、田中委員からも若干

おくれるという御連絡をいただいております。 

 以上でございます。 

○石川委員長 それでは、議事に入ります。 

 毎回のお願いですけれども、反復いたします。発言は、議長が発言を求め、挙手をして

いただきます。議長指名に対して発言をお願いいたします。 

 発言の際は、できるだけわかりやすく、またゆっくりと、マイクに近づいてお話しくだ

さい。発言後はマイクを切ってください。よろしくお願いいたします。 

 本日は、各委員からいただいた意見を踏まえまして、修正した「障害を理由とする差別

の解消の推進に関する基本方針（案）」について、修正部分を中心に内閣府より説明して

いただき、その上で意見交換を行います。 

 それでは、会議の資料と流れについて、事務局より御説明をいただきます。 

○加藤参事官 本日の会議資料と流れについて御説明いたします。 

 まず、資料としましては、資料１「障害を理由とする差別の解消の推進に関する基本方

針（案）」。 

 資料２として「障害を理由とする差別の解消の推進に関する基本方針（案）」の見え消

し版と呼んでおるものでございまして、先生方のお手元には赤い修正箇所がたくさん入っ

たものがあるかと思います。 

 それから、参考資料としまして「障害を理由とする差別の解消に向けた地域フォーラム

について」という３点になってございます。 

 なお、資料２につきましては、今、申し上げましたように、委員の皆様からいただきま

した御意見を踏まえて修正した部分を、いわゆる見え消しということで色をつけて赤い字

で修正したものをお示ししております。 

 次に、具体的な進行についてでございますけれども、前半、後半で基本方針（案）を大

きく２つに分けまして、事務局から修正した部分を中心に30分ほど御説明申し上げた後、

30分程度の意見交換を行う予定でございます。 

 前半はＩとII、Ｉは「障害を理由とする差別の解消の推進に関する施策に関する基本的
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な方向」。IIは「行政機関等及び事業者が講ずべき障害を理由とする差別を解消するため

の措置に関する共通的な事項」。 

 そして、後半はIIIからＶまで、III、IV、Ｖでございますが、IIIとしまして「行政機関

等が講ずべき障害を理由とする差別を解消するための措置に関する基本的な事項」、IVと

して「事業者が講ずべき障害を理由とする差別を解消するための措置に関する基本的な事

項」。Ｖとしまして「その他障害を理由とする差別の解消の推進に関する施策に関する重

要事項」を予定しております。 

 前半終了後に15分の休憩を入れさせていただきますが、所要時間につきましてはおおむ

ねの目安でございます。切りのよいところで休憩をとっていただくということでお願いい

たします。 

 以上でございます。 

 なお、これ以後の写真撮影は御遠慮いただきますようお願い申し上げます。 

 以上です。 

○石川委員長 ありがとうございました。 

 それでは、前後半ということで２つに分けて議論してまいります。 

 まず、前半です。 

 それでは、基本方針（案）のＩとIIについて、事務局から説明をお願いいたします。 

○加藤参事官 それでは、前半のところを御説明いたします。 

 まず、何人かの委員の方々からも御意見をいただいたところがございまして、総論的な

ところで全体にかかわる御意見ということで、冒頭のところに前文のようなものをつけた

らどうかということでございます。そういう御意見もございましたけれども、一応閣議決

定のこういう文書については余りそういう例がないということで、御趣旨は本体の中にそ

れぞれ盛り込ませていただいて、わかりやすく書きかえていくということも考えてござい

ます。 

 三浦委員から御指摘がございましたが「好事例」という用語が随所に見られますけれど

も、これは全体に「具体例」ということに書き改めてございます。 

 石野委員から御指摘がございましたが、文末の表現でございますが、何々しなければな

らないというのと何々するものとするという整理をしたらいかがかということでございま

して、何々しなければならないというのにつきましては、法律上に義務規定があるものに

つきまして、基本方針においてもそのまま何々しなければならないという義務を表現して

ございます。何々するものとするというのは、法律上の義務規定はないのですけれども、

基本方針においてある種の一定の方向性を示すとしたものにつきまして、何々するものと

するという整理をさせていただきました。 

 以下の御説明でございますが、資料２のいわゆる見え消し版というものを中心に御説明

させていただこうと思っています。 

 １ページ目のところでございます。ちょうど「法制定の背景」のところで、もう少し権
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利条約そのものの条文をはっきり引用したらどうかという御意見が松森委員、石川委員長

からもございましたので、真ん中のあたりでございますが、権利条約は第２条において、

「障害に基づく差別」とは、障害に基づくあらゆる区別、排除または制限であって、政治

的、経済的、社会的、文化的、市民的その他のあらゆる分野において、他の者との平等を

基礎として全ての人権及び基本的自由を認識し、享有し、または行使することを害し、ま

たは妨げる目的または効果を有するものをいう。障害に基づく差別には、あらゆる形態の

差別（合理的配慮の否定を含む。）を含む。と定義しというように、ここは権利条約の条

文をそのまま引用してございます。 

 そして、その禁止について、締約国に適当な措置を求めている。これを踏まえ、我が国

においてはとつながってございます。 

 その次のところも、これは社会的障壁のところでございますけれども、大河内委員、佐

藤委員、玉木委員からも、やはり障害者基本法にある表現をそのまま引いたらどうかとい

うことでございましたので、条文を引用しておりまして、同法第２条第２項において、社

会的障壁について、「障害がある者にとつて日常生活又は社会生活を営む上で障壁となる

ような社会における事物、制度、慣行、観念その他一切のものをいう。」と定義されると

ともにと条文をそのまま引用してございます。 

 この差別禁止、それは障害者基本法の基本原則になっておりますので、下のほうでござ

いますが、同法の同規定というのではなくて、差別の禁止の基本原則を具体化するもので

あると明記してございます。 

 次のページ、２ページでございますが、ここも「（１）法の考え方」の最後のほうでご

ざいますけれども、合理的配慮に当たる行為は、既に社会のさまざまな場面において日常

的に実践されておりと書いてありましたけれども、それだったらまだまだ不十分なところ

もたくさんあるわけではという御指摘もございましたので、実践されているものもありと

修正しております。 

 （２）のところは、先ほど三浦委員から御指摘もありました「具体的事例」というのも

「具体例」と修正してございます。 

 「（３）条例との関係」でございます。ここは佐藤委員、玉木委員、竹下委員からも御

意見がございました。最後の行でございますが、また、新たに制定することも制限される

ことはなく、障害者にとって身近な地域において条例の制定も含めた障害者差別を解消す

る取り組みの推進が望まれると、少し前向き感を出すようなことを加えてございます。 

 飛びまして右側の３ページのほうでございます。 

 ここは障害者の定義のところの最後のところでございます。ここは花井委員のほうから、

またほかの委員からも御指摘がございましたけれども、特に女性である障害者は、障害に

加えて女性であることにより、さらに複合的な困難な状況に置かれている場合があること。

障害児には成人の障害者とは異なる支援の必要性があることに留意するということをつけ

加えさせていただきました。 
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 事業者は飛びまして対象分野のところでございます。ここも石川委員長、大日方委員、

竹下委員、玉木委員のほうから御指摘がございましたが、障害者の自立と参加という意味

では少し範囲が狭いのではないかということでございましたので、日常生活及び社会生活

全般に係る分野が広く対象となると改めました。 

 その下の「不当な差別的取扱い」の「（１）不当な差別的取扱いの基本的な考え方」の

最初の●のところでございます。ここも石川委員長、大濱委員、佐藤委員、竹下委員、玉

木委員、その他の方々から御指摘がございましたが、１行目のところでございますが、障

害を理由として、財・サービスの提供にとどまらず、財・サービスや各種機会の提供を拒

否する、または提供に当たって場所などを制限すると少し修文をしてございます。 

 そして、次、消してありますが、また、当該異なる取扱い云々というのは後のほうに整

理をさせて書かせていただいているところであります。 

 そして４ページの（２）でございます。「正当な理由の判断の視点」というところでご

ざいまして、石川先生から随分御指摘をいただいたところでありまして、直したところを

申し上げますと、正当な理由に相当するのは、障害を理由とする、障害者と障害のない者

の間での異なる取扱いが客観的に見て正当な目的のもとに行われたものであり、その目的

に照らして、やむを得ないと言える場合であるということも追記してございます。 

 それから、合理的配慮のところで定義を加えてございますけれども、下から３行目です

が、具体的場面や状況に応じて総合的、客観的に判断することが必要である。ここは誰が

どのように判断するのかという御意見がございましたので、総合的、客観的に判断するこ

とが必要であると加えてございます。 

 そして、最後のところでございますが、正当な理由があると判断した場合には、障害者

にその理由を説明するものとし、理解を得るよう努めることが望ましい。これはたしか花

井委員から御意見があったものをそのまま入れてございます。 

 「３ 合理的配慮」の「（１）合理的配慮の基本的な考え方」でございます。ここは社

会モデルにつきまして少し整理をしてきちんと書いたほうがいいということで御指摘が石

川先生、佐藤委員、玉木委員、三浦委員、竹下委員、加野委員からございましたので、最

初の１行目の、法は、権利条約の趣旨を踏まえ、いわゆる「社会モデル」の考え方に基づ

きというのを削除しまして、次の●の法は行政機関等及び事業者に対し云々と書きながら、

最後のほうに、石野委員からも御指摘がございました、必要かつ合理的な配慮を行うこと

を求めていると、この行うことを求めると書きました。 

 そして、その後でございますけれども、これは障害者が受ける制限は、機能障害のみに

起因するものではなく、社会におけるさまざまな障壁と相対することによって生ずるもの

との、いわゆる「社会モデル」の考え方を踏まえ、障害者が必要としている社会的障壁を

除去するための取り組みを求めるものであると、「社会モデル」のところを少し詳しくと

いいますか、丁寧に書くようにいたしました。 

 次の●のところでございますが、ここも権利条約の第２条をそのまま引用するようにし
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まして、権利条約第２条において、「合理的配慮」は「障害者が他の者との平等を基礎と

して全ての人権及び基本的自由を享有し、又は行使することを確保するための必要かつ適

当な変更及び調整であって、特定の場合において必要とされるものであり、かつ、均衡を

失した又は過度の負担を課さないもの」と定義されていると、この条約の定義をそのまま

引用しまして、法の合理的配慮は、権利条約における合理的配慮の定義を踏まえたもので

あり、障害者の権利利益を侵害することとならないよう、個々の場面における障害者が必

要としている社会的障壁の除去のための取組であり、かつ、その実施に伴う負担が過重で

ないものであるとしました。 

 次の●も、合理的配慮の定義についての説明の部分でございますが、ここも加野委員、

佐藤委員、竹下委員、石野委員から御意見がございましたものを踏まえて以下のように修

正いたしました。 

 合理的配慮は、障害の特性や社会的障壁の除去が求められる具体的場面や状況に応じて

異なり、多様かつ個別性の高いものである。また、合理的配慮は、事務・事業への影響の

程度（事務・事業の目的・内容・機能を損なうか否か）、実現可能性の程度、ここはたし

か実現困難性とか書いておりましたけれども、そこは可能性の程度と変えておりまして（物

理的・技術的制約）、ここに人的・体制上の制約というのを移しました。費用・負担の制

度、事務・事業技術、財政・財務状況等を総合的に考慮し、当該障害者が現に置かれてい

る状況を踏まえ、社会的障壁の除去のために必要かつ合理的な手段及び方法により、かつ、

実施に伴う負担が過重とならない範囲で行われるものであり、ここは玉木委員からの御指

摘もございましたが、代替措置の選択も含め、双方の建設的対話による相互理解の中で柔

軟に対応がなされるものである。 

 さらに、ここは佐藤委員、竹下委員からの御指摘でございましたが、合理的配慮の内容

は、技術の進展、社会情勢の変化等に応じて変わり得るものであるといたしました。 

 次のところは、典型例というのをやめまして、現時点における一例としてはということ

で、合理的配慮の例を掲げてございます。 

 ２つ目のポツのところで、筆談や読み上げによるコミュニケーション、わかりやすい表

現を使って説明をするなどの意思疎通の配慮ということで修正をしてございます。 

 次の●のところは前段を削除いたしまして、合理的配慮の提供に当たっては、障害者の

性別、年齢、状態等に配慮するものとする。なお、今後、合理的配慮の具体例を蓄積し、

広く国民に提供するものといたしました。 

 そして、次の●でございますが、意思の表明に当たってはというところでございまして、

言語（手話を含む。）のほか、これは大河内委員からの指摘でございますが、点字、拡大

文字というのを追記してございます。 

 それから、少し飛んだところで、「また」でございますが、また、障害者からの意思表

明のみでなく、知的障害や精神障害（発達障害を含む。）等により、本人の意思表明が困

難な場合には、障害者の家族、介助者等、コミュニケーションを支援する者が本人を補佐
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して行う意思の表明も含む。ここが佐藤委員、玉木委員からの御指摘があったところでご

ざいます。 

 なお、意思の表明が困難な障害者が、家族、介助者等を伴っていない場合など、意思の

表明がない場合であっても、当該障害者が社会的障壁の除去を必要としていることが明白

である場合には、法の趣旨に鑑みれば、当該障害者に対して適切と思われる配慮を提案す

るために建設的対話を働きかけるなど、自主的な配慮に努めることが望ましい。ここは石

川委員長、竹下委員、田中委員からの御指摘だったと思います。 

 最後の●のところで最後のほうでございますが、また、当該配慮を必要とする障害者が

多数見込まれる場合、障害者との関係性が長期にわたる場合等には、その都度の合理的配

慮の提供ではなく、次に述べる環境の整備を考慮に入れることにより、中・長期的なコス

トの削減・効率化につながる点は重要である。ここは修正しておりませんけれども、佐藤

委員、竹下委員からの御指摘はここのところである程度読めるのではないかと思ってござ

います。 

 ６ページでございますが、合理的配慮は、障害者等の利用を想定して事前に行われる建

築物のバリアフリー化や介助者等の人的支援を含む情報アクセシビリティの向上等の環境

の整備ということで、介助者等の人的支援を含むというのを、ここも石野委員からの御指

摘だったと思いますけれども、つけ加えております。 

 基礎として、個々の障害者に対して、その状況に応じて個別に実施される措置である。

したがって、各場面における環境の整備の状況により、実施される合理的配慮の内容は異

なることとなるということで、代替措置も含めて非常に流動的にといいますか、可塑的に

考えてほしいということをここで強調してございます。 

 「（２）過重な負担の基本的な考え方」のところでは、先ほど申し上げました個別の事

案ごとに以下の要素等を考慮し、具体的場面や状況に応じて、総合的、客観的に判断する

ことが必要であると、客観的というのをつけ加えております。 

 その後でございますが、過重な負担に当たると判断した場合は、障害者にその理由を説

明するものとし、理解を得るよう努めることが望ましいと、ここは花井委員の御指摘でご

ざいましたが、加えてございます。 

 そして、その考慮要素のところでございますが、２つ目の○のところで実現困難度とあ

りましたものを実現可能性の程度と少し前向きな形に直しておりまして、そこの中で地域

性というのを削除しまして、ここに人的・体制上の制約というのをつけ加えたところでご

ざいます。 

 Ｉ、IIは以上のようなところでございます。 

○石川委員長 ありがとうございました。 

 それでは、委員からの意見を求めます。まず最初に向かって右側、大河内委員から大日

方委員まで、こちら側で御意見のある方は挙手をお願いいたします。 

 それでは、まず竹下委員、お願いします。 
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○竹下委員 竹下です。 

 １点目は、IIの１の最後の●、３ページのところに、対象分野のところなのですが、こ

れは少し記載に誤解を招くか、誤記だと思われますので訂正したほうがいいのではないか

と思います。すなわち、ただし以下のところで、及びを飛ばし、行政機関等についての労

働者に対して行う障害を理由とする云々は障害者雇用促進法の適用によるとなっています

けれども、雇用促進法は国家公務員の適用はないはずであります。したがって、この部分

はこのままだと誤解を招くと思われます。私の理解では、国家公務員については雇用促進

法の合理的配慮の適用はなくて、正確に言うと、国家公務員については、障害者雇用促進

法の条文適用、指摘はできませんが、合理的配慮についての雇用促進法の適用は国家公務

員にはなくて、その部分については、差別解消法の７条２項が適用になると理解していま

すが、違うでしょうか。これが１点目の指摘です。 

 ２点目ですけれども、これも条文との関係になりますけれども、IIの２の（１）の１つ

目の●のところですけれども、ここの表現として、こういう表現にしているのです。「障

害のない者の間」の後で、異なる取扱いによりということで記載しておりますけれども、

この規定、書きぶりは条文とは異なっているわけです。差別解消法の７条１項、８条１項

を見ればわかるわけですが、そこでは障害を理由として云々の後で、障害のない者と不当

な取扱いとしか書いていないわけです。すなわち、この表現では不当な取扱いというもの

が障害のあるなしの比較によってのみ不当な取扱いということが限定されているかにとら

れます。これは条文とは違いますし、この立法の際の国会の答弁における国の説明とも違

っております。 

 この点では、ここは余り大きくいじくるとまた怒られますので、この文面の冒頭に例え

ばと入れるのか、最後に、異なる取扱いなどによりとするのか、そうでないと条文との関

係が齟齬をすると思います。 

 ３つ目でありますが、IIの３の（１）の部分で、それの●の３なのですけれども、ここ

では合理的配慮の考慮要素で費用・負担が入っております。これは矛盾です。なぜならば、

過重負担のところの項を見てください。墨字の６ページの過重負担のところの（２）の３

つ目の○を見てください。ここにも費用負担があるわけです。当たり前のことですけれど

も、費用負担の問題は過重負担の問題として考えることは当然のことだろうと認識します。

そうでないと、まず合理的配慮そのものがどういうものであるかと考えるときに費用負担

を考えて、さらに過重の負担のときに費用負担を考えるというのは明らかに重複ないしは

矛盾してくるわけであります。この点について、ここの部分の工夫ないしは訂正する必要

があるかと思います。 

 以上です。 

○石川委員長 竹下委員、ありがとうございました。 

 重要な御指摘でもありましたし、複数の御指摘及び質問でしたので、竹下委員の御意見

及び質問に対して事務局からお答えをいただいて次へ進むほうがよいと判断しますので、
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よろしくお願いします。 

○田中企画官 内閣府の田中でございます。 

 ３点、御質問がございました。 

 まず、１点目につきまして、事業主と労働者である障害者との関係について、促進法で

はカバーし切れていないものがあるという御指摘についてですが、差別解消法の第13条の

規定にございますが、ここでは行政機関等及び事業者が、事業主としての立場で労働者に

対して行う障害を理由とする差別の解消をするための措置については、障害者の雇用の促

進等に関する法律の定めるところによるという規定がございます。この条文では、行政機

関等及び事業者が事業主としての立場、そして労働者としての障害者の立場における関係

につきましては、障害者の雇用の促進等に関する法律に委ねるという規定になっています。

その上で、これ以降の話は厚生労働省さんの障害者雇用促進法の中での整理になるわけで

ございますけれども、その雇用促進法の中で、国家公務員等についての適用についての規

定がございます。 

 詳細につきましては、厚労省さんからもしございましたら補足をお願いしたいと思いま

す。 

○石川委員長 では、幹事のほうからお願いいたします。 

○厚生労働省障害者雇用対策課 厚生労働省の雇用対策課の松永でございます。 

 今、事務局から御説明があったとおりでありますけれども、私どものほうも適用関係は

今御説明があったとおりですが、それを含めてこの差別解消法の13条で規定を置いている

ということでございまして、そこについては内閣府さんのほうの解釈という問題になるか

なと考えておるところでございます。 

○石川委員長 この表現は雇用促進法によるとなっておりますが、行政機関等も含めて雇

用促進法の規定の定めによるという表現は、竹下委員がおっしゃるように不十分なように

思いますけれども、もう少し丁寧に書けば竹下委員も納得していただけるという理解でい

いですか。竹下委員。正確に書けばよいと。 

○竹下委員 竹下です。 

 表現はお任せしますけれども、今、説明に異論があるわけではなくて、説明がこの文章

で溶け込んでいるというか、理解できるのであれば私は特に異論は申しません。 

○石川委員長 理解できないように思いますけれども。 

 ここは工夫して、より丁寧に書いていただければよい話で、何か意見が対立していると

いうことではないと思います。よろしいですね。では、それはそういうことでいきたいと

思います。 

 では、２つ目をお願いします。 

○田中企画官 ７条、不当な差別的取扱いの禁止に係る御意見をいただきました。第７条

と第８条のそれぞれ第１項になると思います。例として、第７条についてですが、行政機

関等は、その事務または事業を行うに当たり、障害を理由として障害者でないものと不当
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な差別的取扱いをすることにより、障害者の権利利益を侵害してはならないという規定に

なっております。 

 基本方針案で記述しておりますのが、こちらの条文自体が障害を理由として、障害者で

ないものと不当な差別的取扱い、これを禁止しているということになっておりますので、

具体に少し解説的に書いたものでございます。基本としては、障害を理由として障害者で

ない者と不当な差別的取扱いをしてはならない、竹下委員のおっしゃったとおりでござい

ます。そこを基本方針という、より国民の皆様にわかりやすく理解しやすい文言として案

としておりますのが、障害を理由として障害のない者に対し、縷々ここでは条件をつける

などとございますが、障害者と障害のない者の間での異なる取扱いによりという書き方で

記述しておりますが、基本としては条文と同じものを書いているところでございます。 

○石川委員長 竹下委員、どうぞ。 

○竹下委員 今の説明は納得できません。どこの条文に異なる取扱いとあるのですか。な

いですよ。不当な取扱いというのと、異なる取扱いが同じだったら、これは全く法律家と

しては理解できないです。 

 例えば、名指しで悪いですけれども、熊本市や滋賀県では、文字が読める人という採用

募集における条件をつけているわけです。これは障害のある人とない人の異なる取扱いの

問題ではないでしょう。でも、これは明らかに差別の問題として今まで多分対立する意見

はないと思います。したがって、この表現は、健常者と障害者の異なる取扱いによるとい

う限定をしていることになってしまうことは非常に危険だと思うし、法律の条文の解釈を

狭めるものであって、私は納得できません。 

 以上です。 

○石川委員長 別な言い方をすると、異なる扱いをしないことが差別になる可能性がある

というのが合理的配慮の不提供問題ですね。だから、そのことがこれでは表現できていな

いという御指摘と理解していいですか。竹下委員。異ならない形式平等が差別になること

があるので、合理的配慮の不提供もまた差別であるとしたのがこの差別解消法の肝ですか

ら、そこがこの表現だときれいに抜けてしまうのではないかという御指摘だと思いますが、

いかがでしょうか。 

○田中企画官 内閣府です。 

 原案の記述ぶりにおいては、不当な差別的取扱いという文言を書き下した場合に、例え

ば差別禁止部会の報告書等もいろいろと参考にさせていただいたところです。その中で、

最初に記述してございますのが異別取扱い、そこに異なる取扱いであるという記述がござ

いまして、参考とさせていただいたところでございます。 

 竹下委員、今、まさにおっしゃったとおり、一律な条件をつけて、それが結果として権

利利益の侵害といいますか、結果として異なる取扱いに、それも結果としては出てくると

思うのですが、委員長がまたおっしゃられたとおり、合理的配慮が考えられなければなら

ない、そういう場面でもあろうかと思います。合理的配慮については各第７条、第８条の
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第２項で合理的配慮について規定をしている関係もございまして、そこで今回の第１項、

異別取扱いという差別禁止部会での御報告書がございましたが、そこを念頭に置き、そし

て第２項については２番以降の合理的配慮の第３のところで整理をさせていただいたとこ

ろでございます。 

○石川委員長 石川です。済みません。 

 私も誤解していたような気がするので。私の申し上げたことは、差別全体についての認

識を述べたのですが、ここがもし不当な差別的取扱いについてのみの説明だとすると、形

式平等による差別というのはこの不当な差別的取扱いには入ってこない、つまり、合理的

配慮の不提供の側の問題なので、私はその両方を含めて申し上げたのは、この場所に対す

るコメントとしては適当でなかったように思いますので、その点は訂正します。 

 その上で竹下委員、お願いします。 

○竹下委員 申し訳ないけれども、内閣府の説明は誤解があると思います。誤解しておら

れると思います。 

 まず、差別禁止部会は私メンバーだったのですけれども、異別取扱いは差別の一類型と

して指摘するものにすぎません。それをもってイコール、オール・オア・ナッシングでは

ありません。したがって、ここは、異なる取扱いのところに限定しているから、私は条文

より狭くなって決して基本方針にはふさわしくないと申し上げているのです。異なる取扱

いという形式による差別ではなくても、先ほど熊本市のように文字が読める者という形は

決して異なる取扱いではないのです。だけれども、しかもそれは点字受験の問題でもない

のです。要件の問題として文字が読めない者という要件を課することによって不当な取扱

いをしているのです。 

 したがって、異なる取扱いというものだけが不当な取扱いだという縛りは説明を聞けば

聞くほど誤った記述になってしまうと思うので、やはり、しつこく言いますけれども、こ

の記述を残すのであれば、頭に例えばか、その後ろに異なる取扱いなどによりにしないと、

今の内閣府の説明はより矛盾にしたものになってしまうと思います。 

 以上です。 

○石川委員長 事務局、この点いかがでしょうか。 

 関連して、例えば加野委員、この部分はいかがですか。 

○加野委員 加野です。 

 今、竹下委員がおっしゃられた異なる取扱いというのが不当な差別的取扱いを書いたも

のだとすれば、すごくその一部を限定的に言った形になるというのはおっしゃられたとお

りだと思いますので、「など」を入れるという形の解決をしていただくのがよろしいかな

と私も考えております。 

○石川委員長 他の委員、いかがでしょうか。 

 遠藤委員、いかがですか。 

○遠藤委員 「例えば」とか「など」と入れてしまうと、これは今後展開していく対応要
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領、対応指針の中で、では、それ以外のものは何だったのかというのを書き下していかな

い限りは、現場の中で一抹の不安があるのかなというのが感想です。 

 竹下委員がおっしゃっていることですが、部会でも相当議論を行っており、ただ、これ

は網羅的に整理するのも難しいという状況の中で今日まで来ているのもまた事実かと思っ

ております。 

 ですから、そこは対応要領、対応指針に展開する中で無用な混乱が起こらないような形

での表現ぶりに、最終的には委員長のほうで御差配いただくこともあると思っています。 

○石川委員長 ありがとうございます。 

 この文節を削除したほうがよくないでしょうか。その前にいろいろ書いてあるわけです

から、ここで障害のある者とない者との間の異なる取扱いによりという、この文節を削除

するのが適切ではないかと思いますが、いかがでしょうか。 

 事務局、いかがでしょう。 

○田中企画官 ただいまの点につきまして、検討させていただきます。 

○石川委員長 委員会の意見を踏まえた上で検討していただくという理解でよろしいです

ね。 

 それでは、３点目ですね。費用負担の件につきましてお願いします。 

○田中企画官 費用負担について、合理的配慮の（１）、●の３つ目です。見え消し版で

４ページの一番最後の●になります。こちらで「合理的配慮は」ということで、合理的配

慮の考え方、その思考プロセスについての記述がございます。冒頭で、障害の特性あるい

はその場面によって異なり、多様性、個別性が高いという旨を記述しております。 

 その上で、その後に「合理的配慮は」ということで、事務・事業への影響の程度等々、

事業者側のいろいろな状況、その他の状況等についての考慮要素、それを総合的に考慮し、

当該障害者が現に置かれている状況を踏まえ、それを踏まえた上での必要かつ合理的な手

段方法、そしてそれは過重な負担を伴わないものであって、代替措置の選択も含め、建設

的対話によって柔軟に対応をしていただきたいという、一連のプロセスをここで一括して

まず全体像を記述してございます。 

 その中に費用負担の程度という後に出てきます６ページの上のほうのパラですが、（２）

の過重な負担の基本的な考え方というところの考慮要素をここでは並べて列記しているも

のでございますが、御指摘のとおり、（２）の考慮要素として列記しているものの内容と、

４ページの下で合理的配慮について、まず全体像を御説明している中の１エッセンスとし

て記述がダブっているものもございます。 

○石川委員長 今御説明いただいたのですが、竹下委員がおっしゃったように、かつの前

と後に同じものが両方入っているのは確かに表現として若干おかしいというか、直したほ

うがいいと私も感じます。つまり、前半にさまざまな過重な負担を構成するであろう要素

を列挙した上で、なお、その後にかつ過重な負担と書かれているので、論理演算として冗

長と思いますので、合理的配慮とは、障害者の置かれた状況云々と入って、社会的障壁除
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去のために必要かつ合理的な手段方法云々というのが入って、その後に、かつの後に過重

負担系の話を持ってくるとなっているときちんと整理できていると言えると思いますが、

一番最初に過重負担を構成する要素が列挙されていて、その後に必要かつ合理的な方法で

あって、しかし、また過重な負担でない場合となっていて、不過重な負担かつ不過重な負

担となっているので、竹下委員がおっしゃったような指摘になるのではないかと思います

が、いかがでしょうか。 

○田中企画官 竹下委員初め皆様の御趣旨を踏まえて、削除する方向で検討してまいりま

す。承知しました。 

○石川委員長 どうもありがとうございました。 

 それでは、加野委員、お願いします。 

○加野委員 加野です。 

 今回、事務局から提示された修正案については、各委員の意見をできるだけ取り入れる

御努力の跡が見られると私は思っておりますので、その御努力に関しては敬意を表したい

と思います。 

 表現の点だけなのですけれども、資料２の見え消し版の４ページのところの上のほうの

（２）のところですけれども、「正当な理由の判断の視点」で、１文目が新しく前に書い

てあるところをここに入れられた関係で、２文目の行政機関等及び事業者においては、判

断することが必要であるという文の目的語がなくなってしまっているので、ここを読んだ

ときに多少わかりづらいかなという印象を持ちまして、これは判断するというのは、正当

な理由に相当するか否かを判断するということなので、事業者においてはの後に、その目

的語を挿入されたほうがわかりやすいのではないかなということが１点です。 

 それから、もう一つ、やはり表現ぶりのところなのですけれども、同じページの３の「（１）

合理的配慮の基本的な考え方」の●の２番目の下から３行目のところで「個々の場面にお

ける障害者が必要としている社会的障壁の除去のための取組であり」というところも、一

読したときに引っかかりが私はちょっとありましたので、「障害者が個々の場面において

必要としている」というほうが読みやすいのかなと思いました。ただ表現の点だけですの

で特にこだわりはないのですが、できるだけより読みやすいような文章になったほうがい

いかなと思っております。 

 以上です。 

○石川委員長 ありがとうございました。 

 その方向で御検討いただければと思います。 

 それでは、清原委員、お願いします。 

○清原委員 ありがとうございます。全国市長会三鷹市長、清原です。 

 まず最初に、事務局におかれましては、各委員が提案された御意見をできる限り反映し

て本日の案をつくっていただきましたこと、私からも感謝申し上げます。 

 その上で２点申し上げますが、１点目は、資料２、見え消し版の２ページ「２ 基本的
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な考え方」の「（３）条例との関係」についてです。10月20日に私としてはできる限り自

治体を尊重した表現をしていただければというような趣旨をお話ししたところ、石川委員

長から、「どちらかといえば新たに制定することも制限されることはないという言い回し

ではなくて、もっと前向きな表現をすることはいかがか」という御提案をいただき、私も

ぜひそのような方向性が望ましいと発言をいたしました。 

 その後、他の委員からも、ぜひそのような方向性をという御意見があって、今回、条例

との関係についても、末尾に、「障害者にとって身近な地域において条例の制定も含めた

障害者差別を解消する取り組みの推進が望まれる」となりました。この表現は、私として

は地域の実情に即した取り組みを推進する方向性が示されているものであり、何よりも自

治体の自主性を重んじていただいた上でこのような表現をしていただければ、各自治体の

施策の推進に弾みがつくものと歓迎したいと思います。 

 ２点目は、３ページの上の部分でございますが、特に「女性である障害者」について触

れていただきました。さらに、「障害児には成人の障害者とは異なる支援の必要性がある

ことに留意する」と書いていただきました。これも自治体の現場で痛感していることであ

りまして、やはり女性である障害者に対する配慮の方向性、あわせて障害児についての方

向性を明記していただいたことはありがたいと思います。 

 加えて、ここで年齢の要因ということを１つ考えますと、高齢者である障害者について

は、障害のそれぞれのありようだけではなくて、ひょっとしたら年齢による要因によって

のきめ細やかさも求められているのではないかと自治体の現場で感じています。 

 そのような趣旨がよく読めばどこに書いてあるのかもしれないのですが、ちょうど障害

児にはとありましたので、ひょっとしたら、この部分に障害児は強調したいという思いと、

しかし、高齢である障害者についても年齢故の配慮を求めるような記述を付加していただ

いてもよろしい場所ではないかなとも感じまして、これは御提案でございます。もし反映

していただくなら、この場所がよいのかどうかを含めてですね。ただ、私の認識の中では、

女性である障害者、そして障害児については特段の強調が必要だとも思っておりますので、

年齢の要因についても含めてどこかで反映していただければと思います。 

 最後に、全体として、定義その他で「障害者の権利条約」及び「障害者基本法」が引用

されていることは、私たちがいろいろな場面で再確認しながら障害者差別についての具体

的な取り組みをしていく際に有用であると思いますので、今回原案にこれだけ赤字をふや

していただいたことに改めて感謝いたします。 

 以上です。よろしくお願いします。 

○石川委員長 清原委員、ありがとうございました。年齢については検討させていただく

ということで受けとめさせていただきたいと思います。 

 それでは、遠藤委員、お願いします。 

○遠藤委員 ありがとうございます。私からは、２点質問をさせていただければと思いま

す。 
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 ３ページ目、先ほど清原委員が御指摘されたことに関し、私もその観点は重要かと思っ

ておりますので、事務局にお尋ねをさせていただければと思います。法律案が国会で審議

されたときの参議院における付帯決議を拝見しました。それから、今回のＱ＆Ａの問10－

８も改めて読み返してみました。その上で、「また以下」の記述がここにある意味合いを

改めて教えていただければと思います。 

 ここに置かれているということは、行政機関について定めている第７条の１項２項、民

間事業者にかかわる条文である第８条の１項２項、全てを含んだ形で意味していると私は

理解いたしました。そうなりますと、資料２の５ページにあるように、合理的な配慮にか

かわる条文については性別、年齢、障害の状態に応じてと書かれておりますから、それを

踏まえた書き下しがされている。それに対して、第７条１項と第８条１項、不当な差別的

取扱いを禁ずる規定については、こういった部分の配慮事項が書いていないのです。書い

ていないのに、こうやって基本方針で書くことは、不当な差別的取扱いの禁止について対

応要領、対応指針の中で展開するときに、具体にどういうことをイメージしてここのくだ

りを置いているのかということが１点目の質問であります。 

 ２点目ですが、ページで申し上げますと５ページになります。５ページの中段以降です

けれども、条文上は意思表示があった場合について合理的配慮の提供が書かれておりまし

たので、では意思表示が困難な場合についてどうなのかという新たな記述が書かれている

わけです。この中で、必要としていることが明白である場合については、建設的対話を働

きかけるなど自主的な配慮に努めることが望ましいと書かれています。方向性自体を私は

異論があると申し上げているのではなくて、具体にこういうことが書かれたときに、例え

ば次のような事例が現実的に想起されるのではないかということでお尋ねをさせていただ

きます。 

 １つは、相手方となる当該労働者が軽微な障害を持たれていて、本人はその合理的な配

慮の提供については必要ないと思っているのだけれども、提供する側が必要であると思っ

た場合には、それを必要であるかのごとくに何か提案を働きかけることのリスク、これを

どういうふうに考えるのかというようなことです。 

 同じようなことで申し上げますと、現在は服薬管理を十分やっているから自分としては

合理的な配慮は要らないと思っている方に対して、合理的な配慮が必要なのではないでし

ょうかということを働きかけることのリスク、これをどう考えるのかということです。あ

わせて、例えば過去に障害を持っていた方がいて、その方が今は寛解という形で障害を持

っていない他の方と同じ取扱いをしてもらいたい場合、その方に対して提供する側が、合

理的な配慮が必要でしょうかということを働きかけることのリスク、こういったことをど

う考えていけばいいのかということです。これがお尋ねの２点目であります。 

 以上であります。 

○石川委員長 ありがとうございました。２点御質問がありました。重要な御指摘ですの

で、全員で共有したいと思います。 
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 １点目について、まず事務局、いかがでしょうか。 

○田中企画官 内閣府です。 

○石川委員長 済みません、どこの場所について遠藤委員がどのような疑問を出されてい

るかということを少しわかりやすく事務局のほうでまず説明していただいた後で、それに

ついて事務局のお考えを述べていただくとわかりやすいかなと思いました。 

○田中企画官 まず御意見の１点目でございますが、３ページの最初の段落、途中からに

なりますけれども、ここは法律における障害者の範囲についての記述でございます。一番

最後のパラグラフに今回修文として追加してございますのが、「また、特に女性である障

害者は障害に加えて、女性であることにより、さらに複合的に困難な状況に置かれている

場合があること。障害児には成人の障害者とは異なる支援の必要性があることに留意する」

と今回修文で追記したところでございます。 

 一緒に御指摘されましたのが、参議院の、この法律が審議された際の付帯決議において

は、障害女性や障害児に対するそういった複合的な差別の現状を認識し、障害女性や障害

児の人権の擁護を図ることということが盛り込まれております。 

 まず、当初の素案の中で、合理的配慮を提供する際に、積極的な行為として今回規定し

ていることから、合理的配慮の記述において、見え消し版で５ページの最初のパラグラフ

の中段あたりになりますけれども、合理的配慮の提供に当たっては、障害者の性別、年齢、

状態等に配慮するものとするということをまず合理的配慮の部分については明記してござ

います。 

 そして、今回、この素案について委員の先生方からいろいろ同趣旨の御意見をいただい

たところです。その御意見には、ここの合理的配慮の提供に当たってだけではなく、さま

ざまな側面においてもそういうことを念頭に、認識をしっかり持って対応するべきという

ような御意見を多数いただいたところです。これを受けまして、最初の障害者の定義の中

で、そういった女性あるいは障害児の方々への特別な配慮をここで総則的にといいますか、

全体にわたるという意味合いで、ここで追記させていただいたところでございます。 

 実際には、合理的配慮の提供についてはもともとの案文で記載しておるのですが、例え

ば後半の部分になりますけれども、相談機関等。実際に考えられる例として一例を申し上

げますと、例えば９ページのほうで後半に出てまいりますが、相談機関においても、女性

であったり、子供であったりという点に配慮してきめ細かく対応していただきたいという、

そういうことで全体にこの趣旨が及ぶような、そういった範囲のところで記載させていた

だいたところです。 

 以上です。 

○石川委員長 多くの委員からぜひ入れるべきだという御意見があって、それを受けて事

務局として精いっぱい工夫、御努力いただいてここに入れていただいたと思いますが、遠

藤委員、いかがでしょうか。そういう趣旨であるということで。 

○遠藤委員 私の設問が端的ではなかったので、まずはそれをお詫びしたいと思います。
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私は、ここに書かれたことが７条１項の不当な差別的取扱いに係る部分と、８条１項の民

間事業者に対する不当な差別の取扱いに係る部分、いずれにもこの内容がかかってくるの

かどうなのか。もしかかってくるのだとすれば、どういったことをイメージされているの

かというのをお尋ねしたいということでございます。 

○石川委員長 事務局、いかがでしょうか。 

○田中企画官 ただいまの遠藤委員からの御指摘について、第２項についての合理的配慮

では明記しておるところでございます。先ほどの説明の中でもありましたが、全体にわた

ってその趣旨を及ぼすことがよろしいのではないかということで、冒頭の定義規定の中に

入れたところです。ですので、７条、８条の１項のほう、不当な差別的取扱いの禁止規定

の中、ここで実際にそういった現場において、正当化事由とかいろいろございましたけれ

ども、第１項の事案がもしかして起こり得るのではないかと思われるような場面、そうい

うものがあるのであれば、対話が行われる中で、その観点も踏まえて行われることは想定

されるのではないかと考えております。 

○石川委員長 ありがとうございました。 

 何か具体的にこういう事例が起こり得るのではないかということ、不当な差別的取扱い

に関して、女性である障害者と子供である障害者について、不当な差別的取扱いとして懸

念されること、具体的な事例を全体でイメージを共有できるといいのかなと思うのですが、

多くの委員からこの部分については意見が出たわけですが、その点について、全体で共有

できるようなイメージを出していただけるとありがたいかなと思うのですが、いかがでし

ょうか。どなたか。不当な差別的な取扱いにしてということですが、いかがでしょうか。 

 もともと複合的差別をこの基本方針に入れるべきだと多くの委員がおっしゃったわけで

すけれども、その趣旨というのはどこにあったのかということをもう一度確認しないと、

多分遠藤委員の質問にきちんと答えられないような印象を持つのですが。 

 遠藤委員、どうぞ。 

○遠藤委員 私が質問しておいて私が答えるのはおかしいのですけれども、例えば１つイ

メージしたのは、障害児の場合です。障害児を抱えている、あるいは一緒にいる御家族が

いるわけでありまして、障害児を取り巻く周りの状況をどうやって見ていくのか、支援の

あり方が他の障害者とは違う部分がもしあるのだとすれば該当するのかなと思ったのです

が、ただ、障害を抱える人たちが障害児でなくても家族の支えがあるのだということ等々

を考えると、やはり不当な差別的取扱いでこれがかかわってくるというところが自分の中

ではイメージできなかったものでお尋ねしたということでございます。 

○石川委員長 では、三浦委員長代理、どうぞ。 

○三浦委員長代理 事例になるかどうか、こういう議論の中にいたことがありますので、

ご紹介します。国連アドホック委員会で障害者権利条約が議論されているときに、『セー

ブ・ザ・チルドレン』だったと思うのですけれども、障害のある子供たちの権利を特段で

うたってくれと強く求めていました。それはまず子供には遊ぶ権利があるということでし
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た。遊ぶ権利というのは新鮮でしたし、大人の障害者の方々には遊ぶ権利というものは余

りイメージできないですけれども、子供には遊ぶ権利があるのだから、まず子供であって

障害もあるというところの視点をきちんと持つために、障害のある子供という条文を立て

てくれという御意見などが挙がっておりました。 

○石川委員長 済みません、これは保留させていただけないでしょうか。休憩時間以降に

もう一度取り上げたいと思います。遠藤委員、よろしいですか。 

 それでは、２つ目、意思の表明、これについてですけれども、遠藤委員がおっしゃった

事例は労働者に軽微な障害がある場合に事業主のほうから働きかけることのリスクについ

て御指摘だったかと思いますが、雇用促進法にかかわるお話でしたので、差別解消法にお

ける合理的配慮に関しても同様のリスクというのをお感じになるということでしょうか。

あるいはもしそうであればその事例も出していただけるとありがたいです。 

○遠藤委員 労働分野は13条で委任されていますので、例えば物の売り買いの場面を想定

しています。物の取扱説明書について説明時間を少し長くしたほうがよいと思われる事例

を思い浮かべても、先ほどのように本人がもともと対象にない場合もあるだろうし、対象

者ではあるのだけれども、本人がそれを求めていないケースもあるのだろうというような

状況下の中で働きかけることです。働きかける側はよかれと思って働きかけているのだけ

れども、その働きかけを受けた側が自分は差別を受けてしまったと思われるような状況が

起こり得るのではないだろうかということでお尋ねをしたという経緯です。 

○石川委員長 私も提案した立場なので事務局からもお答えがあると思いますが、非可視

的である場合には、そもそも働きかけようがないので、はっきりとカミングアウトをして

もらわないと配慮できないではないですかというのがそもそも意思の表明ということの趣

旨だと思います。言いかえれば、障害が可視的であり、困っている、配慮の提供を必要と

していることも自明である場合にそれをあたかも気づかないふりをするのは黙殺にあたる

のではないでしょうかと。それは合理的配慮の不提供に等しいと考えられる、そういう解

釈が妥当だと思うということを申しました。 

 もっと曖昧な場合、自明でない場合にも働きかけよと、述べようとしているのではとい

うのが遠藤委員のご懸念だと思いますが、御心配の趣旨はわかりますが、そのような場面

を想定しての話ではない書きぶりになっているかと思いますが、それで遠藤委員、御納得

いただけないでしょうか。 

○遠藤委員 重ねてですが、では、可視的であるのだけれども、当人が必要としているか、

必要としていないかの判断を提供する側が行うことのリスクをどうやって考えるのかです。 

○石川委員長 判断するのではなくて、建設的対話への単なる働きかけ、こんにちはみた

いなものなのです。 

 竹下委員、どうぞ。 

○竹下委員 竹下です。 

 遠藤委員の指摘というか疑問は、要するにこちらから積極的に例えばお助けしましょう
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かといったときに、よけいなことを言うなと、あるいは自分の障害のことを認識されたこ

とで不快に思ったり、それ自身が逆に問題視されることがあってはならないという思いか

らのこの部分の疑問の提示だと理解しました。 

 それについて私の認識は、単刀直入に言えば、１人の障害者がこの場でこういう合理的

配慮を求めたいと思ったときに、それを口にすることが今やってもらえるかどうかわから

ないから黙っているときに、逆にサービス提供者がお助けしましょうかという積極的な申

出があることをイメージすれば具体的だと思うのです。しかも、どこの記述か今探してい

たのですが見つからなかったのですけれども、合理的配慮の場面では、それを提供するた

めに障害者の特性を理解するための、あるいは障害の特定にかかわる発言があったことを

もって差別とはしないのだという記述がどこかにあったと思うので、そこで吸収されるの

ではないかと認識しています。 

 以上です。 

○石川委員長 事務局、いかがでしょうか。 

○田中企画官 今回の修文ですが、前回の委員会における御意見で複数ありましたものを

総合的に考慮してこのような形となっております。明白な場合という、委員長が前回もお

っしゃられた、１つレベル感といいますか、そういった場合について、配慮の建設的対話

が始まる、そういったきっかけなのだという趣旨で書いてございます。 

 今、竹下委員がおっしゃられました、そういった合理的配慮を提供するために、障害の

状況ですとか、もしかしたらプライバシーにかかわるものがあるかもしれない、そういっ

たものについてお伺いすることは差別ではないという書きぶりなのですが、そちらにつき

ましては３ページの下の最後の段落ですけれども、差別的な取扱いの最後の●になります

が、例えば、優遇取扱いはもちろん対象ではございませんし、合理的配慮の提供による障

害のない者との異なる取扱いであったり、合理的配慮を提供等するために必要な範囲でプ

ライバシーに配慮しつつ、状況等を確認することは不当な差別的取扱いには当たらないと

いう旨を、ただ今竹下委員が発言されましたが、ここに記述しておるところでございます。 

○石川委員長 ありがとうございました。 

 重ねて遠藤委員にお聞きしますが、こんな感じでいかがでしょうか。 

○遠藤委員 済みません、細かいことをこだわったのは、繰り返しになりますけれども、

組み合わせとして、望ましいと思っての働きかけをしたことが、受けた障害者側がかえっ

て気持ちを害してしまったりすることが現場で起きないようにするためにお尋ねしたこと

を御理解いただければと思います。ただ今、委員長と竹下先生がおっしゃったようなとこ

ろも具体に対応要領、対応指針の中で展開していくような形で、より身近なところで見た

人間がわかるような書きぶりにしていただければ私はもう結構でございます。 

○石川委員長 ありがとうございます。 

 済みません、この件はこれでおさめたいので。障害者イコール常に困っている人ではな

いです。そう思って声をかけると、全然困っていないという答えが返ってくることはあり
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得ると思います。でも、途方に暮れているということが明らかな場合、行政、事業者は声

をかけていただきたいという趣旨ですね。その点は遠藤委員もよく御理解いただいている

と思いますので、この件についてはここまでにさせていただきたいと思います。 

 それでは、時間が大分押しておりますので、こちらから向かって左側のほうで御意見を

いただきます。挙手をお願いします。 

 それでは、門川委員、お願いします。 

○門川委員 門川です。 

 まず、委員長初め事務局の皆さん、委員の皆様から出されたさまざまな修正意見をでき

るだけ反映してくださっているということが今回の資料に目を通すことでよくわかります。

ありがとうございます。 

 それで、私のほうから確認と、できましたら追加修正、文言ですね、お願いできればと

思っています。まず、確認なのですが、この法律の対象の話なのですが、この書きぶりで

すと日常生活、社会生活というふうに書かれていますが、これで幅広くカバーしているこ

とはよくわかるのですが、中でも特に教育という分野についてはどのように扱われている

のかなとちょっと思いましたのでお尋ねしたいなと思っています。 

 障害者の権利条約には、教育という独立した条文が設けられていますし、ですから、教

育は、非常に重要な権利であるということもよくわかるのです。差別解消法の基本方針に

もぜひ教育を入れておくべきかなと思っているので、その辺、確認をさせていただければ

と思います。 

 それと、次に、見え消し版の５ページのところの意思の表明のところなのですが、この

書きぶりですと、例えば意思の表明は障害者自身みずからが積極的に意思の表明をするこ

とは可能な場合でも、支援者、特にこの場合は通訳という文言が正しいと思うのですが、

通訳者がいないがために意思の表明が積極的にできない、しようと思ってもうまく相手に

伝わらないという場合もあるし、今はいませんけれども、もし外国人がいた場合、外国人

の障害者も含めて、外国人の場合は言語通訳が間に入る必要があったりします。ですから、

通訳という文言をぜひ入れていただきたいなと。通訳と言ってもいろいろありまして、手

話通訳もその一つですし、日英言語通訳などの音声言語通訳もありますし、ほかにもいろ

いろとあろうと思いますので、介助者、これは助けるとかそういう意味にしかすぎないと

思いますので、具体的に通訳者という言葉が使われるようになってほしいなと思っていま

す。 

 その後に出てくる「本人の意思表明が困難な場合に」、そのかわりに家族や介助者等が

支援するというのは別の話で、代弁者ということになるので、これとは意味が違うのです

ね。通訳、もしくは通訳介助という文言を入れていただきたいと思います。 

 ちょっとこことも関連するかと思うのですが、戻りまして５ページのもうちょっと前、

筆談や読み上げによるコミュニケーション、わかりやすい表現等々という書きぶりのとこ

ろなのですが、筆談とあるのに点字や点字を用いた支援者といった、とにかく点字がない。
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点字というのは、今後なくなっていくのではと懸念しますので、点字も入れていただきた

いなと思います。とりあえずここまでよろしくお願いします。 

○石川委員長 ありがとうございました。 

 時間が大分押しているので、量にもよるのですけれども、ある程度もう少し委員の意見

をお聞きしたいと思います。 

 佐藤委員、お願いします。 

○佐藤委員 ありがとうございます。DPI日本会議の佐藤です。 

 私から意見を２つと質問を１つさせてください。 

 まず、１つ目は、見え消し版の３ページのところです。法の対象範囲なのですが、ここ

は意見で家族も入れていただきたいということを提出したのですけれども、それはかなわ

ないのですが、Ｑ＆Ａのほうを見ていたら、Ｑ＆Ａの13ページ、Ｑ５、障害者の親や子供、

親が子供の障害を理由として不当な差別的取扱いを受けた場合は本法の対象になるのかと

いう記述がありまして、対象になり得ると書かれています。ですので、これも踏まえて、

家族も対象に入るというような書きぶりを工夫していただきたいというのが１つです。 

 ２つ目は、見え消し版の４ページです。竹下委員からも意見があったところなのですが、

合理的配慮、（１）の●の３番目のところです。ここに経済的な問題とかそういったこと

が入っておりますが、これは過重な負担のところに入りますので分けていただきたいとい

うのが２つ目です。合理的配慮の考え方というのは、まず具体的にどういった障壁がある

か。その次に、その障壁をどういうふうにしたら取り除けるか、どういう合理的配慮が必

要かという、これを考えて、その合理的配慮が過重な負担かというのはその上で考えるわ

けです。ですから、記述も６ページのところで過重な負担というのがありますので、この

４ページの記述のところで書いてしまうと、あらかじめできる範囲でしか合理的配慮を考

えないと非常に限定されたものになるので、ぜひここは分けていただきたいというのが２

つ目。 

 ３つ目、質問なのですけれども、先ほど遠藤委員からの議論の中であったのですけれど

も、５ページのところです。修正の文章のところで、なお、意思の表明が困難な障害者が

と書かれているのですけれども、意思表明がない場合であっても、社会的障壁の除去を必

要としていることが明白であれば建設的な対話を働きかけるという趣旨なのですが、ここ

の主語が、意思の表明が困難な障害者と書いていますので、では、困難でない障害者もこ

この部分、対象に含まれているかどうか、それを教えてください。 

 以上です。 

○石川委員長 ありがとうございました。 

 もう一方いきたいと思います。松森委員、お願いします。 

○松森委員 松森でございます。 

 私からは３つあります。 

 まず、委員たちの意見をきちんと反映して努力してくださったことに感謝を申し上げま
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す。特に一番最初の部分で権利条約の第２条がきちんと示されたのはとてもわかりやすく

なったと思いました。 

 まず１つ目、先ほど佐藤委員もおっしゃっていましたけれども、法の対象範囲、障害者

の中に障害者の家族を含めるべきという意見が多くありました。これについて、私からの

案は１つあります。 

 IIの法の対象範囲、障害者に関する記述の最後にこのように記すことはできませんか。

例えば「また障害のある人の家族及び関係者に対する差別の禁止はこの法で明記されてい

ないが、この法の趣旨に鑑みれば障害のある人の家族及び関係者もその障害を理由に差別

をされないように努めることが望ましい。」こういう一言があってもいいと思います。 

 次に、２つ目、５ページ目の４行目、合理的配慮の部分です。４行目の「さらに」とい

う言葉の前に追加してほしいことは、「なお、双方の建設的対話のために障害児者本人の

権利擁護が行われるため、最大限効果的に配慮することが必要である」ということを入れ

てほしいなと思うのです。理由は、合理的配慮について話し合う際に、障害者やその家族

が遠慮してしまうという心理状況があります。私たちが自分たちから意思表明をするとき

に、例えば手話通訳だとか要約筆記だとか、そうした支援が必要になります。意思の表明

先である行政機関等や事業者と建設的な対話をしようと思ったら、通訳者、支援者を同席

させるなどの配慮を行い、対等な関係を築いた上で信頼関係を構築することが必要だから

です。 

 次に、３つ目、同じく合理的配慮について、８行目、筆談や読み上げによるコミュニケ

ーションなどとあります。ここの１文の最初に、手話あるいは通訳者という言葉を入れる

ことはできませんか。先ほど門川委員もおっしゃっていたと思います。もし手話という言

葉を直接入れることができない場合は、権利条約の定義にありますように、個別に適切な

手段、方法を協議によって見出すという書きぶりが必要だと思います。 

 以上、３つ、ありがとうございました。 

○石川委員長 ありがとうございました。 

 ３人の委員から御意見がございましたので、一応まとめる形で事務局からお答えいただ

きたいのですが、準備のほうはよろしいでしょうか。お願いします。 

○田中企画官 内閣府です。 

 まず、門川委員の御指摘からです。 

 １点目について、教育という分野が大変重要であり、教育という文言をどこかに入れら

れないかという御指摘でございます。このセッションにおいては、まだ前半部分の御説明

だけになっておりますが、後半部分になりますが、見え消し版の10ページの一番下の段落

になります。ここは啓発活動ということで、国民一人一人の方に、法の趣旨を始め障害あ

るいは障害者に対する人権についての理解を促進するということで、一番下のパラグラフ

については今回特に追加修正を行っております。 

 その中で一番最後のパラの上から３行目あたりですが、地域の小中学校等と特別支援学
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校との交流及び共同学習を始め、障害者である児童生徒がその年齢及び能力に応じ、可能

な限り障害者でない児童生徒とともに、その特性を踏まえた十分な教育を受けることので

きるインクルーシブ教育システムを推進しつつ、家庭や学校を始めとする社会のあらゆる

場における機会を活用し、子供の頃から障害に関する知識・理解を深め、全ての障害者が

障害者でない者と等しく、基本的人権を享有する個人であることを認識し、障害の有無に

かかわらず、ともに助け合い・学び合う精神を涵養する。 

 続きまして、その中で、障害者差別は、本人のみならず、その家族等も深く傷つけるも

のであることを国民一人一人が認識するとともに、法の趣旨について、障害者も含めた広

く国民への浸透が図られることが重要であるというものを今回追記しているところでござ

います。 

 教育の分野は当然のことながら今回の対象になっておるところでございます。そして、

この10ページにおきまして、特に子供の頃からあらゆる場、特に教育等においてというも

のも明記しているところでございます。 

 次に、２点目になりますが、５ページの意思の表明の部分について。通訳という文言で

す。下から２つ目の●ですけれども、５行目あたりからになります。知的障害や精神障害

等により、本人の意思表明が困難な場合には障害者の家族・介助者等、ここは代表的に家

族・介助者等ということで例示で書いております。 

失礼いたしました。 

 その次の文章になりますが、なお、意思の表明が困難な障害者が家族・介助者等を伴っ

ていない場合などというところの記述かと思われますが、ここでは家族・介助者等という

ことで例示の記載になってございます。 

○石川委員長 石川です。 

 ここは通訳なども含むという読みであって、介助者等の「等」の中にいろいろ入ってい

るというのが事務局のお考えという理解でよろしいですか。 

○田中企画官 はい。例示をしていると。 

○石川委員長 例示ですね。網羅的な列挙ではありませんということで、議事録にも残り

ますので、問題ないのではないかと思いますが、いかがでしょうか。 

 門川委員、どうぞ。 

○門川委員 門川です。 

 門川から２つのパターンを言わせていただきました。 

 １つは、障害者自身がみずからも意見を持っていて、自分から発言が可能だけれども、

通訳者がいないがために発言ができない、今の私のような場合です。今、通訳者がいるた

めに皆さんに向かって発言ができています。通訳者がいないとそれができない。 

 もう一つのパターンは、この文章にあるように、障害者自身が明確な意思表明が困難で、

かわりに家族やその障害者をよく知っている支援者がその障害者にかわって障害者のため

に代弁者として発言するという場合です。これはこれでよいと思います。私が言いたかっ
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たのは前者の場合で、通訳というのは非常に重要ですので、ぜひ通訳という文言は「等」

という言葉でごまかさないでちゃんと入れてほしいと思っています。 

 以上です。 

○石川委員長 では、お願いします。 

○中島審議官 審議官でございます。 

 御指摘、ごもっともでございます。門川さんがおっしゃっているのは、意思表明が困難

だというのは２つあって、御本人が明確な意思を持っておられるのだけれども、それを伝

えることが困難であるというパターンと、意思形成なり意思決定そのものに支援が必要な

場合という２つがあるわけですけれども、この事務局原案では、意思の表明が困難な障害

者というのは、典型的には知的障害、精神障害等という形だけに書かれているので、それ

では困るという御趣旨なのだろうと思います。 

 したがって、門川さんの御指摘のような話というのは、恐らく前段の意思の表明に当た

っては、手話を含む言語のほか、点字、拡大文字、筆談、実物の提示や身振り、サイン等

による合図、触覚による意思伝達など、障害者がコミュニケーションを図る際に必要な手

段により伝えられるというところに通訳の存在みたいなものも含めた形で意思表明を他者

に伝えていくというところで修文すれば御趣旨がかなうのかなと思っているのですが、そ

こはいかがなものでしょうか。 

○石川委員長 門川委員、どうぞ。 

○門川委員 門川です。 

 そのとおりです。通訳という文言を入れていただきたい。「介助者等の」「等」でごま

かすのではなくて、先ほど審議官がおっしゃってくださったように、通訳という文言をぜ

ひ入れていただきたいということです。よろしくお願いします。 

○石川委員長 石川です。 

 この家族・介助者等の「等」のところに通訳を入れても多分門川さんの御指摘は実現し

ないというのが中島審議官の理解であったと思いますし、私もそのように受けとめたので

す。つまり、精神とか知的障害だけがかかっているように読めるのでという御趣旨だと思

うので、これを上のところで処理しないといけないということだと思います。この段落の

上の前半分のところですね。そこでやりますということで事務局は100％理解いたしました

ので大丈夫だと思いますので、あとはお任せいただければと思います。 

 それでは、次ですね。時間が大分押しておりまして、家族を対象とまではできないもの

の何らかの工夫ができないのかというのが佐藤委員及び松森委員からありました。これに

ついて事務局、いかがでしょうか。 

○田中企画官 内閣府事務局でございます。 

 定義の中にそのような形では難しかったのですけれども、先ほど御紹介いたしました10

ページのところで啓発活動になりますが、まずは国民一人一人のというところに重要性が

あるということで、一番最後の段落の最後の文章でございますが、その中での後、障害者
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差別は本人のみならず、その家族等も深く傷つけるものであることを国民一人一人が認識

するとともに、法の趣旨について障害者も含めた広く国民への浸透が図られることが重要

であるという旨をここで明記させていただいたところでございます。 

○石川委員長 済みません、ここは議論がある、御意見があるところかと思いますけれど

も、後でもう一度時間があったらということにさせてください。 

 あと大きく２点あったかと思いますが、１つは意思の表明が困難な人だけを限定とした

建設的対話の話なのか、合理的配慮を必要としていることが明白な障害者、全体にかかる

話なのかというのが佐藤委員の確認が１点と、ほかにはたくさんございましたけれども、

門川委員及び松森委員から点字や手話を一例の中に入れられないかという話がありました。

これについてお願いします。 

○田中企画官 ５ページになりますけれども、御指摘のありました、なお以下でございま

すが、意思の表明が困難なというところは、困難であるがゆえに表明ができないという方

についても、先ほど御議論あったところでございますが、そういった配慮をする建設的対

話の最初の部分で自主的に努めていただきたいという意味合いで書いたものでございます

ので、その意思の表明ができる方について排除的な意味合いを込めたものではございませ

ん。 

○石川委員長 あと手話とか点字を一例の中に入れられないかという話がありましたが、

ほかにもありそうに思いますので後に回しますか。 

○田中企画官 委員長と御相談させていただきたいと思います。 

○石川委員長 では、この件につきましては極力入れていただく方向で、ついでに今の機

会なので、渡し板、板を渡すという表現がとてもチープな感じがするので、仮設スロープ

とできないかなと思うのですが。仮設もとれという御意見もよくわかりますが、足して２

で割って仮設スロープという調整案で事務局とお話をしたいなと思っているのですが。 

 では、次にいきたいと思います。 

 柘植委員、どうぞ。 

○柘植委員 私は表現ぶりのことで。５ページの意思表明の上の１行、２行です。なお、

今後合理的配慮の具体例を蓄積し、広く国民に提供するものとするという主語がないので

わかりにくいなと思いました。全般的に今回のこの資料にわかりやすい表現で整っている

と思いますが、ここがわかりづらかった。10ページの啓発活動のところでは、例えば内閣

府を中心に関係象徴云々と明記されていますので、内閣府なのか、あるいは行政機関等な

のか、入れたほうがいいのではないかと思いますが、あえて入れないことでしていらっし

ゃるのか、どうなのかなと思いました。 

 以上です。 

○石川委員長 それでは、石野委員、お願いします。 

○石野委員 石野でございます。 

 私は以前の政策委員会のこの場で意見書を提出しております。 
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こちらをごらんいただけますでしょうか。A4に大きな文字で手話と書かれています。ま

た、こちら、手話通訳という文字を書いております。「手話」と「手話通訳」は聴覚障害

者のテーマとして、これからもお示ししていきたいと思います。 

 さて、先ほど門川委員、また松森委員からも話があり、重複する面もございます。全日

本ろうあ連盟としましては、以前にも申し上げたと思いますが、聴覚障害者の合理的配慮

についての差別事例、好事例も含め、アンケートをまとめました。こちらに資料がありま

すが、１カ月という短い期間でも、アンケートから500を超える事例が集まりました。 

 差別事例の中で特に就労関係、職場での問題が一番多く、次いで医療関係です。これは

意思疎通、つまり双方に意思がきちんと伝わるかどうかです。皆様も今、通訳を介して私

の話をお聞きになっていると思います。双方向の意思の疎通という問題なのです。基本方

針案の中に「筆談」とありますが、ここには「筆談」も「手話」もぜひ入れていただきた

いということを申しあげています。なぜ手話かと申しますと、差別事例の集計の中の意見

にもありましたが、企業の中においては、マニュアルに筆談で通じるという文言が非常に

多いわけですが、実際にやってみると筆談ではなかなか通じ合えないところがあり、トラ

ブルになる場合もあります。 

 ですから、筆談より手話という表現を入れていただきたい。手話は非常に意思の疎通を

図れます。それは私だけではなく、たくさんのろうあ者の意見です。そのこともぜひ念頭

に置いていただきたいと思います。 

 以上です。 

○石川委員長 ありがとうございました。この事例のところにつきましては、手話通訳ま

でいきますと、それが対応できる事業者は限られてくる可能性もありますので、手話とい

う言い方で、特に担当者も手話を勉強して、今時は外国からの観光客も多くて、外国語の

研修もしたりして、ちょっとした会話だったらできるようにして接客するというのが常識

になっておりますし、外国語がそのように対応できるのであれば、日本手話の対応ができ

ないわけがないので、そのような趣旨というようなことも含めて何とか入れられないかと

いうのを調整したいと思いますので、よろしくお願いいたします。 

 それでは、大分時間を超過いたしました。１点、保留事項もありますが、ここで前半を

終わります。10分休憩、３時20分から再開させていただきます。 

 

（休  憩） 

 

○石川委員長 再開します。この後は、後半部分IIIからＶの修正部分を事務局から説明し

ていただきます。お願いします。 

○加藤参事官 それでは、６ページの「III 行政機関等が講ずべき障害を理由とする差別

を解消するための措置に関する基本的な事項」でございまして「１ 基本的な考え方」の

下のところでございます。 
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 また、ここは加野委員から御指摘のあったところでございまして、かなり書きかえをし

ております。合理的配慮について行政機関等が講ずべき措置の内容、程度、留意すべき事

項等は、障害者の特性や社会的障壁の除去が求められる具体的場面や状況に応じて異なり、

多様かつ個別性の高いものである。また、合理的配慮は、事務・事業への影響の程度（事

務・事業の目的・内容・機能を損なうか否か）、実現可能性の程度（物理定期・技術的制

約、人的・体制上の制約）、費用・負担の程度、事務・事業規模、財政状況等を総合的に

考慮し、当該障害者が現に置かれている状況を踏まえ、社会的障壁の除去のために必要か

つ合理的な手段及び方法により、かつ、実施に伴う負担が過重とならない範囲で行われる

ものであると修正しております。 

 次、７ページの最初のところでございますけれども、ここも佐藤委員、竹下委員の御指

摘がありまして、合理的配慮の内容は技術の進展、社会情勢の変化等に応じて変わり得る

ものであり、行政機関等の実情に応じた実効性ある取り組みを進める必要があるというこ

とにしてございます。 

 ７ページの「３ 地方公共団体等における対応要領に関する事項」のところでございま

すが、最後の部分で、国は地方公共団体等における対応要領の作成に関し、適時に資料・

情報の提供、技術的助言など、所要の支援措置を講ずること等により協力しなければなら

ないという役割を書いております。 

 IVになりますけれども「事業者が講ずべき障害を理由とする差別を解消するための措置

に関する基本的な事項」の「１ 基本的な考え方」で、８ページになります。ここは柘植

委員のほうから御指摘がございましたが、なお、同種の事業が行政機関等と事業者の双方

で行われる場合は、行政機関等と事業者の違いも考慮した工夫、公設民営の施設など行政

機関等がその事務・事業の一環として設置・実施し、事業者に運営を委託等している場合

は、提供される合理的配慮の内容に大きな差異が生ずることにより障害者が不利益を受け

ることのないよう、当該委託等をする行政機関等における対応要領を踏まえた工夫が図ら

れることが望ましいとしてございます。 

 その後の合理的配慮のところにつきましても、佐藤委員、竹下委員、加野委員のほうか

ら御指摘がありましたが、合理的配慮について、事業者が講ずる措置の内容、程度、留意

すべき事項等は、障害の特性、事業者と障害者との関係性（長期にわたり密接な関係を持

つ分野もあれば、その都度、契約関係を基本とするものもある）、社会的障壁の除去が求

められる具体的場面や状況に応じて異なり、多様かつ個別性の高いものである。また、合

理的配慮は、事業への影響の程度（事業の目的・内容・機能を損なうか否か）、実現可能

性の程度（物理的・技術的制約、人的・体制上の制約）、費用・負担の程度、事業規模、

財政状況等を総合的に考慮し、当該障害者が現に置かれている状況を踏まえ、社会的障壁

の除去のために必要かつ合理的な手段及び方法により、かつ、実施に伴う負担が過重とな

らない範囲で行うよう努めるものである。さらに、合理的配慮の内容は、技術の進展、社

会情勢の変化等に応じて変わり得るものであるとしております。 
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 次の「２ 対応指針」のところでございますけれども、ここも主務大臣はのところでご

ざいまして、対応指針を「作成しなければならない」とありましたけれども、法律に合わ

せまして「作成するものとされている」。 

 次、９ページのＶの「その他障害を理由とする差別の解消の推進に関する施策に関する

重要事項」の「１ 環境の整備」のところでございますが、２行目の障害による円滑な情

報の取得・利用・発信、「発信」というのをつけ加えて、その後、意思表示やコミュニケ

ーションを支援するための介助者等の人的支援や情報アクセシビリティの向上等、ここは

石野委員からの御指摘を踏まえてございます。 

 飛びまして「２ 相談及び紛争の防止等のための体制の整備」の一番最後のところでご

ざいますが、ここは大日方委員、竹下委員からの御指摘を踏まえまして、国及び地方公共

団体においては、相談窓口を明確にするとともに、相談や紛争解決に対応する職員の業務

の明確化、専門性の向上などを図ることにより、障害者差別の解消の推進に資する体制を

整備するものとするとつけ加えてございます。 

 「３ 啓発活動」の「（３）地域住民等に対する啓発活動」のところでございまして、

先ほど柘植委員あるいは辻井委員からも御指摘がありました小中学校の教育の面からのコ

メントをするということでございまして、また、地域の小・中学校等と特別支援学校との

交流及び共同学習を含め、ここは大日方委員、竹下委員からの御指摘もありましたけれど

も、障害者である児童生徒が、その年齢及び能力に応じ、可能な限り障害者でない生徒児

童とともに、その特性を踏まえた十分な教育を受けることのできるインクルーシブ教育シ

ステムを推進しつつ、家庭や学校を初めとする社会のあらゆる場における機会を活用し、

子供のころから障害に関する知識・理解を深め、全ての障害者が、障害者でない者と等し

く、基本的人権を享有する個人であることを認識し、障害の有無にかかわらずともに助け

合い・学び合う精神を涵養すると。ここは佐藤委員、玉木委員からの御指摘も踏まえたと

ころでございます。 

 さらに、大日方委員、佐藤委員、玉木委員のほうから、その中で、障害者差別は、本人

のみならず、その家族等も深く傷つけるものであることを国民一人一人が認識するととも

に、法の趣旨について、障害者も含めた広く国民への浸透が図られることが重要であると。

先ほど御議論のありました家族を定義の中に入れるのは非常に難しいのでありますが、そ

の家族が非常に傷つくということを啓発の中できちんと浸透させていこうということをこ

こで書いているところでございます。 

 そして、11ページの上のところは、家庭、学校を初めとするところは先ほどのところに

修正をしたところでございます。 

 そして「４ 障害者差別解消支援地域協議会」の「（１）趣旨」のところの下から２行

目でございますが、ここも石野委員から御指摘がありましたが、協議会の組織に当たって

は、障害者及びその家族の参加について配慮するものとする。 

 「（２）期待される役割」でございますが、真ん中のところ、これは清原委員から御指
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摘がございましたが、なお、都道府県において組織される協議会においては、紛争解決等

に向けた取り組みについて、市町村において組織される協議会を補完・支援する役割が期

待されると書いてございます。 

 「５ 差別の解消に係る施策の推進に関する重要事項」の「（１）情報の収集、整理及

び提供」でございます。 

 ここにつきましても、大河内委員、佐藤委員から御指摘いただいておりますが、本法を

効果的に運用していくため、内閣府においては、行政機関等による協力や協議会との連携

などにより、個人情報の保護等に配慮しつつ、国内における具体例や裁判例等を収集・整

理するものとする。ここの主語を内閣府としております。また、具体例、裁判例を収集・

整理するということは花井委員からの御指摘もございました。 

 そして、12ページ、最後でございますが「（２）基本方針、対応要領、対応指針の見直

し等」のところでございます。 

 ここも冒頭は技術の進展、社会情勢の変化等は、特に、合理的配慮の提供について、そ

の内容、程度等に大きな進展をもたらし、また、実施を伴う負担を軽減し得るものであり

ということを入れてございます。 

 そして、次の段落でございますが、ここは大河内委員、佐藤委員、玉木委員あるいは田

中委員からも御指摘がありましたが、また各種の国家資格の取得等において、障害者に不

利が生じないよう、いわゆる欠格条項について各制度の趣旨や、技術の進展、社会情勢の

変化等を踏まえ、適宜、必要な見直しを検討するものとするとしてございまして、次は石

川先生あるいは石野委員、佐藤委員、竹下委員、上野委員から御指摘がありました見直し

のところでございますが、法の施行後３年を経過した時点における法の施行状況に係る検

討の際には、障害者政策委員会における障害者差別の解消も含めた障害者基本計画の実施

状況に係る監視の結果も踏まえて、基本方針についてもあわせて所要の検討を行うものと

すると書いてございます。 

 後のところは、障害者政策委員会の意見を聴かなければならないと、これは法律に合わ

せたところでございます。 

 また、所要の措置、必要な措置を講ずるものとするというのも法律に合わせまして「講

じなければならない」と修正したところでございます。 

 以上です。 

○石川委員長 どうもありがとうございました。 

 １点、申し上げます。既に前半で御意見をいただいたり、あるいはこれから後半で御意

見をいただくであろう主語や目的語がない、あるいは明確でないという御指摘、表現を少

し変えると読みやすくなるという御指摘については、全ていただいた御意見を参考にして

磨きをかけてパブリック・コメントに出すということで、一括してそのように対応させて

いただきますので、よろしくお願いします。 

 あと前半で積み残し、保留とさせていただいた女性と子供についての書きぶりですね。
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これについて事務局のほうからもう一度御説明をいただきたいと思います。 

○中島審議官 障害者のところで、女性と子供のところを明記するということをたくさん

の委員からいただきました。それに対して、いわゆる条文の構成上、私の理解ではですが、

７条、８条において不当な差別等のところの条項には、いわゆる性別、年齢等の記述がな

いけれども、合理的配慮のところは記述があるのではないかと、そことの整理の問題なの

かなと思っています。 

 基本的には、やはり女性に対する複合差別の問題が当然ありますし、障害児については

障害児である前にそもそも１人の児童であると門川委員からもご意見がございますし、教

育の重要性という観点もある。そこで女性と障害というのはこうしたことを特に念頭に置

いて対応していかなければいけないというのは、いわゆる障害福祉等の世界では常識的な

ことなのかなと思っておりますし、今回もそのような意見がたくさん出されたということ

でございます。 

 したがって、今般のこの障害者政策委員会での御意見として、女性と障害児については

特段の配慮が要るということを特に考えなければいけないということを宣言的にここで書

いていただくということ。 

 条文上、不当な差別なところに性別、年齢が入っていない、合理的配慮のところには入

っているのではないかということなのですが、ここは余り自信がないのですけれども、少

なくとも合理的配慮については不適切なパターンがあったときに合理的配慮を具体的に考

えていくときには、性別、年齢、障害の状態に応じて合理的配慮の内容というものも変わ

り得るのだという、講じなければならない対応の中身を考えるに当たって考えなければい

けない要素として書いているということでありまして、必ずしも合理的配慮のところにし

か性別、年齢がないからなかなか難しいのだという話ではなくて、ここは我々事務方とし

ては、女性、障害児というものについては特段の配慮が要るのだということを委員の皆様

方の総意に近いものとして表明がなされたこともあって、ここにしっかり書かせていただ

くのが適切ではないかと判断したところでございます。 

○石川委員長 どうもありがとうございました。 

 遠藤委員、よろしいでしょうか。どうぞ。 

○遠藤委員 ただ今の御発言についてコメントするということではないのですが、条約の

趣旨を踏まえて基本法の改正から一連の動きとして、障害者差別解消法の施行に向けて対

応しています。行動規範としてどう規定するのかということとともに、やはり予見可能性

もしっかり考えていかなければいけないという前提に立って、これまで私は議論に参加し

てきたものであります。 

 不明確あるいは曖昧な部分が残ることによって、最終的に現場に負荷をかけるようなこ

とがあってはならないという趣旨で申し上げています。総則的に書いていった後、どう展

開するのかが十分見えない中で書くことについては、私自身は今の段階でも疑問なしとし

ないということだけ申し上げておきます。文面についてどうこうするということではない
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です。 

 ただ、追加的に申し上げますが、なぜそこで高齢者を外していくのかということは、大

いに疑問があるということだけ申し上げておきます。 

 以上であります。 

○石川委員長 御趣旨、ありがとうございます。 

 蛇足になりますけれども、日本は女性差別撤廃条約を批准しております。子どもの権利

条約も批准しております。女性であることによって不当な差別的な取扱いを受けるリスク

があります。子供であることによって人権が守られない、不当な差別的な取扱いを受ける

リスクがあります。したがって、障害のある子供、障害のある女性は、女性によって、及

び、アンド、オアです。障害によって不当な差別的な取扱いを受けるリスクが加算あるい

は乗算される、子供についてもしかりです。なので、これは特段の記述が必要であると私

自身は理解しております。この件については、遠藤委員もその基本的な考え方に反対では

ないとおっしゃっていらっしゃるので、そのような意味で皆さんも御提案されたかと思い

ますし、事務局も受けとめてくださっていると思いますので、それでよろしいでしょうか。 

 それでは、後半の部分について、今度は向かって左側、山崎委員から佐藤委員で御意見

ある方は挙手をお願いします。 

 それでは、まだ発言されていなかった田中委員、お願いします。 

○田中委員 育成会連合会の田中です。 

 12ページの、私からも提案させていただきました欠格条項について、特段の書きぶりを

していただいたことにまずもって感謝申し上げます。 

 その上で少し気になるのですが、「各種の国家資格の取得等において」というところが

提案した立場としては強調させていただいたわけですが、このことを筆頭に、欠格条項全

般について見直しをしていく必要があるというつもりでの発言でしたので、この書きぶり

でそこまでも含んでいただいていると理解をして、進めていっていただければということ

を意見として述べさせていただきます。 

 以上です。 

○石川委員長 ありがとうございました。 

 それでは、柘植委員、お願いします。 

○柘植委員 お願いします。先ほどと同じで表現ぶりのことです。 

 １点目は、８ページの上の赤のところです。なお、同種の事業がというところです。こ

れは文章が非常に長くてわかりづらいのです。恐らくよく読むと、２行目の右端、１つの

工夫と最後の行の対応要領を踏まえた工夫、この２つの工夫が図られることが望ましいと

いう文章なのだと思うのですが、２つ目の工夫がずっと長くなっておりますので、文章を

分けるだとか、何かわかりやすい表現にしていただけたらいいのかなということが１点目

です。 

 ２点目は、10ページの下の教育のところです。私も含めてたくさんの委員が教育の段階
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からの対応が重要だということを発言してまいりまして、それがこんな形で書かれている

ということでとてもうれしく思うわけですが、１行目、またのところ、地域の小・中学校

等と特別支援学校との交流及び共同学習を含めと、例示として１つ挙がっているのですが、

何かその例示が非常に大きく見えてしまってそれだけという感じにもとられるのですが、

小中学校の中にも、例えば知的障害のない発達障害のお子さんなど学んでおりますので、

ぜひ下の行、障害である児童、生徒がその年齢及び能力、ここのところが肝だと思います

ので、国民へのわかりやすさといいますと特別支援教育という言葉がかなり浸透しており

ますので、この文章はどこにも特別支援教育という文言が入っておりませんので、交流及

び共同学習ももちろん含めるのですけれども、例示としてそれを挙げるのだったら、特別

支援教育の一層の充実、発展が必要だという文言もぜひ入れていただいて整理していただ

くといいのかなと思いました。 

 以上です。 

○石川委員長 ありがとうございます。 

 柘植委員の最後のほうの御提案なのですけれども、逆に含めてまでを削除して、インク

ルーシブ教育システムの中にこれは入っていることなので、わざわざこれを特出しする必

要はないのではないかと思うので、これだけを特出しすると、他も出さないといけないと

いう話になるかと思うので、もっとすっきりとした表現として前段を削除するという案は

いかがですか。 

 柘植先生、どうぞ。 

○柘植委員 障害者基本法で交流及び共同学習を積極的に推進することと書いてあります

ので、削除していいのか、残しておいたほうがいいのか微妙なところなのですが、そのこ

とと関連して、それも含めて特別支援教育を推進するのだということが見えてこないので、

一般の国民の方への特別支援教育という言葉だとか概念の浸透状況を考えると、それがあ

ったほうがいいのかなということです。 

○石川委員長 どのようにするか検討させていただくということでよろしいでしょうか。

御意見の趣旨は理解いたしました。ありがとうございます。 

 それでは、松森委員、お願いします。 

○松森委員 松森でございます。 

 まず最初に１つ目、９ページの「Ｖ その他障害を理由とする差別の解消の推進に関す

る施策に関する重要事項」の部分です。ここに「１ 環境整備」があります。新たに介助

者等の人的支援と追加されました。ここに介助者等の人的支援やサービス等と、「サービ

ス」という言葉を入れることはできませんか。 

 例えば聴覚障害者にとっては、電話リレーサービスが普及しつつあります。権利条約第

９条の中には、障害者があらゆる側面で完全に参加することを目的とした文章があり、こ

こにはサービスという言葉も含まれています。もっと言えば、情報、通信、その他のサー

ビスの中には、緊急事態に係るサービスを含むという文章もあるからです。 
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 続いて２つ目、10ページ、啓発活動の「（３）地域住民等に対する啓発活動」について。

ここでは子供のころから障害のある人、ない人、ともに助け合い・学び合う精神を支援す

ると書かれたのはとてもいいことだと思いました。しかし、この中で保護者という言葉が

１つも出てきません。私は毎回繰り返し申し上げているのですが、日本でインクルーシブ

教育を推進するには保護者の理解が絶対必要です。障害者に対する偏見や間違った認識を

持っている保護者少なくありません。つまり、子供のころからの学びとともに、保護者に

対する学びと啓発の場も重要だということです。 

 例えば私からの案は２つあります。 

 １つ目は、10ページ目の下から６行目、子供のころからという文章があります。この子

供のころからの前に「保護者も含めて」という一言を入れる、それだけで違うと思います。

保護者も含めて子供のころから障害に関する知識や理解を深めていくということ。 

 ２つ目の案は、同じく下から３行目、その中で、障害者差別はという言葉があります。

これを保護者をはじめ障害者や障害女性、障害者の家族と連携による啓発活動によりとい

う文章を含めてほしいのです。地域住民の啓発としては、学校における保護者向けの啓発

が有効でありますし、障害者や障害女性、障害者の家族による講演会の開催なども含める

からです。 

 次、３つ目、11ページ、４番の（１）、協議会の組織に当たっては、障害者及びその家

族の参加について配慮するものとする。この後に、なお、障害のある女性の構成比及び参

画を高める措置をとると入れてほしいと思います。理由は、地域支援協議会に障害者の家

族や障害女性が参画することにより、広く住民に必要な相談体制や啓発が構築できるから

です。特に母親との相談や啓発においては、地域行政の障害女性の参画が必要と考えます。

今は出生前診断といって、おなかに子供がいるときに障害があるかどうか知ることができ

るようになっています。生まれてくる子供に障害があっても安心して子育てをすることが

できますよという、そうしたアドバイスをするためには、女性は絶対必要だと思います。 

 次に、４つ目、12ページになります。「（２）基本方針、対応要領、対応指針の見直し

等」の最後に追加してほしいこと。それは、委員会や協議会等において障害のある女性の

構成比及び参画を高める措置をとる、この一言を入れていただきたいと思います。これも

先ほどと同じように、基本方針の見直しにおいても障害女性の意見の反映が絶対に必要だ

と思うからです。 

 また、この文章の中で、法の施行後、３年を経過した時点におけるという文章がありま

すけれども、３年を経過する前にできれば検討する機会があるとよいと思います。 

 私からは以上です。 

○石川委員長 ありがとうございました。 

 それでは、玉木委員、お願いします。 

○玉木委員 ありがとうございます。10ページの啓発活動の「（３）地域住民等に対する

啓発活動」というところで、前回、私も意見を言わせてもらいましたが、障害者自身のエ
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ンパワーメントに関する視点というのがやはり弱いのかなという気がしています。事務局

の御努力で教育にかかわることも含めて９行ふえているのですけれども、学校教育という

ことでいうと、ここがすごく大事なことなのですけれども、現在も成人の障害者の方もい

らっしゃるわけでして、その人たちに対する障害者としての自信というか、権利としてこ

こは言っていっていいのですよとか、ここは差別なのですよというところの理解、啓発と

いう部分での書きぶりがすごく弱いのかなと思っています。 

 その上で、最後の３行の中で障害者差別は本人のみならず云々という書きぶりも、これ

は下手をすれば受身的な表現になって、権利の主体として障害自身も差別についての理解

をどう進めていくかということと、多分これを言うと、最後の２行も、障害者も含めた広

く国民への浸透が図られると書いてあると片付けられそうなのですが、上の学校教育にお

いては具体的なのだけれども、この最後の２行が書いてある部分が余りにも淡泊というか、

よくわからない書きぶりになっているので、社会教育も含めて、「障害」をどう理解して

いくのかということをここで具体化していただければありがたいなと思います。 

 以上です。 

○石川委員長 玉木委員、ありがとうございました。 

 確認なのですが、障害者のセルフアドボカシーといったような視点がないのではないか、

そこを書いてほしいという御意見でよろしいですか。 

○玉木委員 そういうことです。 

○石川委員長 この点については重要だと思いますので、玉木委員は表現として御提案い

ただいていましたでしょうか。私、全体を見切れていないのです。 

○玉木委員 私は無理やり（４）に別建てで勝手に文章をつくっておりますので、それを

また見ていただけるとありがたいなと。 

○石川委員長 わかりました。ありがとうございます。 

 それでは、門川委員、お願いします。 

○門川委員 門川です。 

 相談及び紛争の防止等のところなのですが、ここに新たな機関は設置しないというふう

に書かれていますね。新たな機関は設置しないと、この書き方はどうかと思うのですね。

社会情勢は刻々と変わっていきますから、もしかすると、今ないものをつくらないといけ

ないということも生じるかもしれませんから、これは削除したほうがよいのではないかと

思います。これが１つ。 

 あともう一つ、確認をさせていただきたいのですが、基本方針の見直しのところなので

すが、障害者その他の関係者の意見を反映させるためにとありますが、この「障害者とそ

の他の関係者」、ここについて割合的にはどのように考えるのか、障害者と書かれていま

すが、余りにも漠然としていますので、いろんな障害種別の方々がいますが、その中から

代表する障害者なのか、いろんな種別を代表する障害者の方たちなのか、割合的にはどう

なっているのかを確認したいと思います。 
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 以上です。 

○石川委員長 ありがとうございました。 

 石野委員、お願いします。 

○石野委員 石野でございます。 

 １つ意見、そして１つ質問です。 

 まず意見です。９ページの環境の整備に関してですが、障害者権利条約におきまして、

第９条には仲介する者が括弧書きになっており、「（案内者、朗読者及び専門の手話通訳

を含む。）を提供すること」とあります。基本方針案に仲介する者という言葉はなじまな

いのではないかと思います。ここで１つ提案ですが、「意思疎通やコミュニケーションを

支援するための介助者等の人的支援」という文言になっています。「等」については先ほ

ど議論がありましたが、地域生活支援事業ではその中に意思疎通支援という言葉がありま

す。その言葉を使うということが適当ではないかと私は思います。 

 次に質問ですが、11ページ、地域協議会の中に、私も申しましたが、「障害者及び家族

の参加について配慮するものとする」と書かれています。「参加」という言葉なのですが、

今までのイメージでは「参画」という言葉がふさわしいのではないでしょうか。参加とい

うのは、まずオブザーバー的にそこに存在するという意味でもあり、そうではなく委員と

してきちっとした参画をするということが適当ではないかと思いますが、いかがでしょう

か。 

 以上です。 

○石川委員長 石野委員、済みません、１点目なのですが、どの言葉を意思疎通に変える

べきとおっしゃったのか、もう一度教えていただけないでしょうか。私、聞き取れなかっ

たものですから。 

○石野委員 コミュニケーション支援をするための介助者等という言葉があります。これ

はコミュニケーションを支援するための言葉というのではなく、意思疎通支援という言葉

に変えたほうがいいのではないかと思います。 

○石川委員長 これは後で事務局の意見を、私も意見はありますが、事務局のほうから答

えていただいたほうがいいかと思います。 

 幾つかありましたので、ここまでのところで若干事務局からお答えいただいたほうがい

いかと思います。少し時間を延長せざるを得ません。少しです。その点、御了承ください。 

 先ほどの中で松森委員からありました御意見の中で、障害者基本計画にぜひ書くべきこ

と、あるいは書いてあることについては基本方針で述べることが適当かどうかという事柄

も考えなければいけないかと思いますが、ただし、女性の構成比について、女性障害者の

構成比についての御提案があったので、これについて事務局のほうのお考えというか、こ

れに対する事務局の回答をお願いできればと思います。 

○田中企画官 内閣府です。 

 会議等への参画という重要な点の御指摘がございました。会議等の委員構成につきまし
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ては、御指摘のありました女性の割合というものももちろんその一つの要素としてあると

は考えるのですけれども、例えば障害種別間のバランスであったり、男女比、それから本

日も高齢者への配慮という点も御指摘がございましたが、年齢構成等さまざまな考慮要素

がございますので、ここで女性の参画という非常に重要な点でございますが、そのことの

みを特記することは難しいのかなと考えた次第でございます。それも踏まえまして、最初

の障害者のところで女性の置かれた状況について記述をしているところでもございます。 

○石川委員長 ありがとうございました。 

 あと石野委員からありましたコミュニケーション支援よりも意思疎通支援のほうがいい

のではないか、その理由は地域生活支援事業にあるからだというお話について、事務局い

かがでしょうか。より一般性のある表現としてコミュニケーション支援のほうが、ある特

定の事業をイメージしたものではないのでいいのではないかというのが私の個人的な意見

なのですけれども、事務局、いかがでしょうか。 

○加藤参事官 先生、ここは単に書きぶりだけではなくて微妙なところもあるので、むし

ろ先生方に少し御意見を伺えないでしょうか。 

○石川委員長 ほかの委員。竹下委員、お願いします。 

○竹下委員 竹下です。 

 結論から言えば、ここはこのままにしてほしいと思うのです。意思疎通とコミュニケー

ション支援とは意味が違うと思います。重なる部分はあるとは思いますが、意思疎通のほ

うが日本語としては狭くなると思うのです。コミュニケーション支援という場合に、意思

疎通を含んだ概念として受けとめられていると思いますので、現時点では日本語化したコ

ミュニケーション支援というものでこの部分は書きぶりが適切ではないかと思います。 

 以上です。 

○石川委員長 ありがとうございました。そういうことで、石野委員、御理解いただきた

いと思います。お願いします。 

○石野委員 わかりました。 

○石川委員長 では、こちらから向かって右側、大河内委員から大日方委員までのところ

で。 

 それでは、伊藤委員、お願いします。 

○伊藤委員 難病という問題は、どうしても医療とかかわる部分が多いのでどのように発

言していいかわからないことがあったのでしばらく発言できないし、文章も出さなかった

ので申しわけないのですが、幾つかについて質問と意見を申したいと思います。 

 １つは、10ページの地域住民等に対する啓発活動ですが、ここでは特別支援学校という

ことは特に書かれているのですが、実は病院内の学級もあるわけですけれども、今、病院

は余り長く入院できませんので、この院内の学級と元の在籍していた学校への行き来があ

るわけですが、そうすると、院内学級に行くと元の学校の席はなくなるのです。また戻る

ときに院内の席もなくなるということで、行ったり来たりということになります。公立の
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場合はまだそれは可能だと思うのですけれども、私立だと１回学校の席がなくなると戻る

ことができなくなる。こういう場合、あるいは行き来できなくなるということをおそれて

院内学級には在籍しないということも起きていますので、これをこの中でどう書いたらい

いのか。特別支援学校ということも出ていなければ別にこのことも言う必要はなかったの

ですが、もしも特別支援学校との共同学習というのが必要だったらという、そこまで書く

のでしたら、ここも細かく書かねばならないのではないのだろうかと思います。 

 もう一つは、松森委員から出生前診断の話が出ましたけれども、最近医学はもっと発達

しまして、遺伝子診断もできるわけです。そうなると、ここの解消法自体が障害を持って

生まれた後のことについては書かれていますけれども、障害を持って生まれるということ

について何も書かなくていいのかということもありますので、私はどのように書いたらい

いかわかりませんけれども、そのこともここは必要なのではないか、病気が障害を持って

生まれるのです。それを生まれなくするという行為について、これはどう考えるのかとい

うことをお聞きしたいと思います。 

 あと文章の問題で、10ページの（３）のところで、下から３行目、その中でと表現され

ています。そうすると、これは学校教育の話の続きみたいですので、そうではなくて障害

を持って生まれる、あるいは生活する、障害を送るということがどういうことかというこ

とはもっと大事な問題だと思いますので、何かここでは工夫が必要なのではないだろうか

と思います。 

 ついでに発言する機会がなかったので申し上げませんが、前半の部分に戻らせていただ

きますけれども、この機会にお許しください。 

 １つは３ページ、１つ目の●の上なのですが、なお、高次脳機能障害は精神障害に含ま

れるとなっておりますが、１つは「なお」というのは不要なのではないか。つけ足しみた

いですので。それにもう一つ続いて言えば、「難病に起因する障害も」となっていますが、

これは大分古い考え方だと思います。難病に起因する障害で障害者になった場合というの

は、障害者手帳も従来はもらえていたわけですが、新しい今の時代では難病そのものも対

象にするという時代ですので、起因すると書かなくてもいいのではないだろうかと思いま

す。 

 そのついでにもう一つですが、５ページも下から２つ目の●で、これも「知的障害や精

神障害（発達障害を含む。）等により」ということで難病という表現がないのですが、こ

れは実は難病患者もコミュニケーションで非常に困難を抱えている病気の人たちがいるわ

けです。特に全く身動きもできず、声も出せなければ、ナースコールを押すことぐらいし

かできない患者さんがナースコールを押すことを病院は嫌がって、頻々に鳴らすものです

からナースコールの線を切ってしまうということがあったり、あるいはパソコンを使えな

くするとか、あるいは外部に手紙を出すことも困難であるというようなことが先日の会合

などでも出されたわけですが、そういう場合はどうなるのか。単なるコミュニケーション

という問題なのか、もっと重要なことがあるのではないかと思うので、そういう場合につ
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いての医療に対しての患者のコミュニケーションというものも特別に書くことが可能なの

かどうなのか、そこまで言うつもりはなかったのですが、少なくとも知的障害や精神障害、

発達障害と書かれるのでしたら、難病というのも１つここで入れていただきたいというよ

うなことがあります。 

 済みません、前のことまでさかのぼって一緒に言ってしまいましたけれども、そういう

意味で質問をしたいと思います。 

○石川委員長 ありがとうございます。 

 出生前診断の話は大きいので、ほかの委員からも意見があるかもしれないのでこれは保

留させていただいて、前段の部分についての御意見、御要望について、事務局で検討して

いただくということにしたいと思います。 

 それでは、大濱委員、お願いします。 

○大濱委員 脊損連合会の大濱です。 

 今、伊藤委員からご発言があった出生前診断についてです。私もこの中に書き込めるの

であれば、生まれる権利としてきちんと整理するべきだと考えています。ですから、基本

方針に盛り込める可能性があるのかどうか、議論していただければありがたいと思います。

これがまず１点目です。 

 ２点目は、10ページ目のインクルーシブ教育についてです。実は地元で知的障害のお子

さんが小学校に上がるにあたり私もずっと相談を受けていて、教育長とも協議を続けてい

ます。このテーマでは保護者の問題は非常に重要です。保護者をどうやってこの項目の中

に書き込んでいけばいいのか考えながらこの文章を読んでいました。家庭といった言葉は

ありますが、子供同士と同時に保護者同士でもわかり合ってもらわないとインクルーシブ

教育は実現できません。ですから、私も、この項目に保護者という言葉をぜひ入れていた

だきたいと思っています。 

 以上です。 

○石川委員長 ありがとうございました。 

 では、川﨑委員、お願いします。 

○川﨑委員 川﨑です。 

 １つ、意見をさせていただきますが、先ほどから皆さんがおっしゃっております10ペー

ジの啓発のところなのですけれども、下から３行目のところで、先ほどその中ではどうし

たらいいかということだったのですけれども、これはとったらどうかなというのが私の１

つの意見でして、障害者差別は本人のみならず、その家族等も深く傷つけるとあるのです。

そこのところを、その家族も差別や不利益を受けるものであることを国民一人一人が認識

するというような文言に変えていただければというのが意見です。よろしくお願いします。 

○石川委員長 ありがとうございました。 

 それでは、河井委員、お願いします。 

○河井委員 全肢連の河井です。 
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 単純に表現の確認です。今の10ページのインクルーシブ教育のところで、ここの段落だ

け可能な限り障害者でない児童生徒とか、全ての障害者が、障害者でない者という表現に

なっているのですが、これまでのずっと表現が、障害者と障害のない者という表現できて

いて、ここだけ違う表現になっているので、別に意味としては全く同じなので問題はない

かとは思いますけれども、いいのかなという単純な疑問です。 

 以上です。 

○石川委員長 ありがとうございました。 

 では、加野委員、お願いします。 

○加野委員 加野です。 

 柘植委員から御発言のあったところで修正の検討をしていただくということですけれど

も、その点について２点補足をさせていただきたいと思います。 

 ８ページの頭のところの行政機関等と事業者の双方で行われる場合はというところ、文

章が長くてわかりづらいというところだったのですが、最初のところで、同種の事業が行

政機関等と事業者の双方で行われる場合は、行政機関等と事業者の違いも考慮した工夫と

いうことですが、その違いを考慮する前に「も」ですから、多分同種の事業であるという

ことを考慮するということがあるのだと思うのですけれども、それが書いていないのでい

まいち意味が通らないかなと思っていますので、修正の際はその点も考慮して修正案をお

考えいただければいいかなと思います。 

 ２点目は、10ページの地域住民等に対する啓発活動のところでインクルーシブ教育シス

テムというのはやはり重要な点だと思いますので、その一番最初に書いてあるのが支援学

校との交流及び共同学習というところが、やはり地域でのインクルーシブというところが

本来の趣旨ですので、少し突出した感じになるので、委員長がおっしゃられたように、こ

の部分を削除するということも含めた御検討をいただければいいと思っております。 

 以上です。 

○石川委員長 ありがとうございました。 

 大日方委員、お願いします。 

○大日方委員 ありがとうございます。私のほうは重複している部分は除きます。 

 ８ページと６ページの合理的配慮のところ、行政機関、事業者、それぞれの基本的な考

え方を重ねているのがわかりやすさという意味で非常に気になります。 

 そもそも４ページのところで合理的配慮の基本的な考え方を言い、さらに過重な負担の

基本的な考え方をここで述べているわけです。さらに、行政機関ということで重なり過ぎ

ているかなというところがありますので、もう少しここの部分に関して、基本的な考え方

というのを一遍まとめましたら大分すっきり整理できるのではないかということを御提案

したいと思います。 

 ２点目です。女性や子供といったようなところに関して、中島審議官のほうからも御意

見がありましたが、私のほうから１つ提案をさせてください。 
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 私が言った趣旨、私も女性というところの視点を申し述べた１人ですが、ここを範囲に

入れるというのも１つの考え方ですが、もう一つは11ページの最後、「差別の解消に係る

施策の推進に関する重要事項」、ここの部分に女性や子供あるいは高齢者といったような

ところ、多様な障害を持っている、障害のある人自身の多様性。障害者というととかくひ

とくくりにされがちだけれども、その中には多様な人がいるという極めて当たり前な視点

なのだけれども、落とされがちなところをここで枠を別に設けるというのも１つの方向性

かなと御提案させていただきたいと思います。事務局のほう及び委員長で御判断いただき

たいと思います。 

 ３つ目ですが、10ページ、地域住民等に対する啓発活動についてたくさんの御意見があ

ったと思います。こちらはいろいろ整理させていただくと、学校教育での啓発の話、社会

教育の話、それからセルフアドボカシーの話というようなことなので、この視点で段落を

分けていただいて、ずっとつながっているので読みにくいので、分けて整理していただく

ことをお願いしたいと思います。 

 そして、ここで最後、お願いなのですが、家族等も深く傷つけるというような、こうい

う表現がありますけれども、どちらかというと、これはもう感情的な話よりは権利侵害で

あるということ、差別や不利益というちょっと強めの表現のほうが適切かなと感じており

ますので、御検討をよろしくお願いします。 

 以上になります。ありがとうございました。 

○石川委員長 大日方委員、ありがとうございました。検討させていただきます。 

 三浦委員長代理、どうぞ。 

○三浦委員長代理 ありがとうございます。同じく10ページ、初めて出た文章なので意見

を言わせてください。 

 先ほどからの「３ 啓発活動」の（３）の部分です。第２段落に、「地域の小・中学校

等と特別支援学校との交流及び共同学習を『含め』」とあります。この交流と共同学習が

インクルーシブ教育システムだと思われてしまうことは非常に大きなリスクを伴うと思い

ます。インクルーシブ教育のシステムは今始まったばかりなのですけれども、違うところ

にゴールがあるかもしれませんので、本音の意見ですけれども、ここは削除すべきだと思

います。１つ意見です。 

 同じページ、下から３行目の「その家族等も深く傷つける」というのも主体が曖昧で、

その家族を含んで行われる場合もある、もしくは不利益、権利侵害であることを明確にす

ることを、大日方委員、それから川﨑委員と同じ意見として申し上げます。 

 以上です。 

○石川委員長 ありがとうございました。 

 このインクルーシブ教育のところがなぜ出てきたかというのは、文脈上の位置づけを考

えますと、こんなに長々と書かなくてもいいと思うのです。特に共同学習とか交流という

のはインクルーシブ教育システムの中にしっかりと位置づけられているもので、それはみ
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んな誰もそれについて疑問を差し挟むものではありませんので、含むとわざわざ書かなけ

ればいけないような脆弱なものではないはずですので、ここを削除するのが合理的だと思

うのですが、きょうは文科省の幹事の方はいらっしゃいますか。どうでしょうか。御意見

いただけると大変ありがたいのです。 

○文部科学省 文部科学省でございます。ありがとうございます。 

 今委員長からありましたように、交流及び共同学習、当然インクルーシブ教育システム

を構築していく際の大きな重要な部分でございます。ここに啓発という言葉があったので

こういう言葉を例示として書きましたけれども、御指摘のとおりだと思いますので、そこ

は削除することに異論等ございません。 

○石川委員長 柔軟な対応、ありがとうございます。 

 さて、そういうことで、あと１点私ありまして、公立民営のときの工夫なのですけれど

も、具体的にどういうことをしてほしいのかということが見えないのではないかと心配し

まして、例えばですけれども、入札条件や契約条件等に合理的配慮の提供を含める等と入

れると明確ではないか、わかりやすいのではないかと思うのですが、これについて事務局

の御意見をいただければと思います。 

○田中企画官 御意見を踏まえて検討させていただきます。 

○石川委員長 ありがとうございます。というのは、最近指定管理がどんどんふえていま

して、公立図書館だろうが、博物館だろうが、美術館だろうがみんなそうなっているので。

しかし、利用者の視点からすると、それが直営であるか、指定管理であるかということは

同じものであるべきだし、事業者の立場からすると確かにそれは義務がないよということ

なのですが、しかし、指定管理という方法をとって公立民営を行う行政機関は合理的配慮

の提供義務を負っているわけですから、それをどうやって実現するのかという、工夫とし

ては入札や契約で合理的配慮を提供してくれる業者に限定するという、そのことを約束し

てもらうというのがごく普通の手法だと思いますので、ぜひお願いしたいと思います。 

 最後に残った出生前診断なのですけれども、これはなかなか難しい問題で、まず事務局

の御意見を伺いたいと思います。 

○加藤参事官 まず、出生前診断というのは非常にテーマが深いということと大きいとい

う話と、もう一つは、ある程度どこかで御議論があってその方向づけみたいなものが示さ

れておるのであれば、それを前提にしてこの基本方針でどこまで書くのかということが議

論できるのかと思いますが、純医学的であり、ある意味ではもっと哲学的なところもある

わけですので、少し別のところの御審議を待つのかなという感じでございます。 

○石川委員長 胎児の人権に関する議論というのは大変深い議論になってしまいますので、

生命倫理にかかわることで、これまでのこの委員会でも議論の積み重ねもありませんので、

今回今ここでというのは拙速かなと思いますので、見直しまでの課題とさせていただきた

いと思うのですが、伊藤委員、この件に関してでしょうか。 

 どうぞ。 
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○伊藤委員 そこまでは今ここで議論はできないと思うのですけれども、私が言っている

のは、出生前診断が正しいか、正しくないか、倫理上どうこうという話ではなくて、どな

たかもおっしゃったと思いますけれども、産まれた後でも支える仕組みがしっかりしてい

ればまた別な展開もあるかと思うので、産まれて障害を持っているということをはっきり

してしまってからの差別解消法というのではなくて、何かそういうさまざまな障害を持っ

て生まれても大丈夫だよみたいなことをここで文言として入れられるかどうかという話だ

と思うのです。そういうここの差別解消法の中でできるものはないかという話が１つです。 

 つけ足しになって申しわけないけれども、子供というのは生まれて育っていく過程の中

でさまざまに変化していくわけです。障害というものに対して、あるいは社会の認識も、

あるいは障害自体も変化していくのだと思うのです。障害がある程度確立された大人の世

界とまた違う問題があるものですから、そういう意味ではすごく違和感があるのが、障害

者である児童生徒と、障害者でない児童生徒と、この段階で書いていいのかということも

出生前診断で障害を持って生まれるかどうかということの延長線上にあるような気がして、

ここはもう少し慎重に書いたらいかがでしょうかということです。 

 以上です。 

○石川委員長 ありがとうございました。出生前診断に関してどういうことが書けるか、

今、この場では何とも申し上げられませんが、きょういただいた貴重な御意見をできるだ

け最後の磨きをかけるところで反映していただくべく努力したいと思いますが、遠藤委員、

どうぞ。 

○遠藤委員 反映できるとか反映できないではなくて、私どもの所掌を超えているテーマ

だと正直思います。 

 私、この関係の会合を６年間携わらせていただいていますけれども、これはもうここで

議論するようなテーマではないと思います。それを何らか書いていくこと自体がかえって

今後の議論の足かせになってもいけませんので、やはりこれは触れないという形が１つの

結論と思っております。 

 以上です。 

○石川委員長 それは出生前診断についてということですね。 

 どうぞ。 

○松森委員 松森でございます。 

 出生前診断についてここで議論できることではないと思うのですけれども、大切なのは、

自分のおなかに子供がいて、生まれてくる子供に障害があったとわかったとき、安心して

子育てできるということ、アドバイスとか相談できる人が必要だということです。だから

私は協議会の中に、協議会の組織に当たっては、障害者及びその家族の参加について、障

害のある女性も必要だと含めてほしいと申し上げただけです。その部分をお願いしたいと

思います。 

○石川委員長 わかりました。これはセルフアドボカシーの一部と理解していいですか。
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では、伊藤委員、どうぞ。 

○伊藤委員 済みません。というのは、ことしの５月に成立しました難病法では、その根

本になるのは、難病を持って生まれる子供のことについて触れています。難病というのは、

おおむねというか、多くは遺伝子の変異によるものだと言っていて、それゆえ人類の多様

性の中では一定程度の割合で必ず発生するということを前提として法律ができています。

そのことから言えば、何らかの難病あるいは重い障害を持った子たちも一定の割合で今後

とも日本で発病するのです。それをここで議論する場でないと言われればそれまでですけ

れども、そのことについて触れないで、私は成人になってしまってから、あるいは固定し

てしまってからの障害のことだけ話しても違うのではないか。特に病気を持っている親た

ちはそのことで悩むわけです。同じ病気を持っている子たちがまた産まれてくるのではな

いか、産まれてきた子がそうなるのではないかということがあるわけですから、そこでは

単に倫理の問題とかということでここでは言えないということではなくて、やはりそうい

う問題も今ここで結論は出ないにしても、何らかの形ではその痕跡は残すべきではないか

ということで触れておきたいと思います。ここで議論するつもりはありませんので。 

 ただ、そういうようなことを残しておけば、次の世代、もう少し社会が進んだ段階、あ

るいは科学技術が進んだ段階での議論に引き継がれるということを期待したいと思います。 

 以上です。 

○石川委員長 ありがとうございました。 

 とにかく、この差別解消法の趣旨、権利条約の趣旨というのは障害とともに生きること、

障害を持って生まれることを祝福し、歓迎する社会をつくっていきましょうということな

ので、そういう趣旨をもとにして、この基本方針というのは書かれるべきことであること

は言うまでもありませんので、そのことをこの基本方針で改めて、そういう理念を書いた

ほうがいいか、あるいは書けるかということも含めて検討させていただきます。既にそれ

は権利条約にうたわれており、それを大前提としてこの基本方針はあるということですの

で、その点を基本方針で書かないとそれがいけないかどうかというのはまた検討させてく

ださいということで、以上、若干の積み残しはあったかもしれませんけれども、竹下さん

を無視しましたか。失礼いたしました。 

 では、竹下委員、どうぞ。 

○竹下委員 すぐ終わります。竹下です。 

 ２点お願いです。短く。IIIの２の（２）の④の書き方ですけれども、ここには相談体制

の整備と書いています。これは条文からいえば、これもまた狭すぎると思うのです。法の

14条は、相談とともにという後に紛争の予防と紛争の解決のための整備を図ることとなっ

ているわけでありますが、この④のところは、条文に沿う形で相談及び紛争解決のための

体制の整備とすべきだと思います。したがって、その結果として、IVの２の（２）の⑥の

ところも、やはり国の窓口のところですけれども、ここも同じように条文に沿う形で、相

談及び紛争解決のための窓口となるはずだと思っております。これが１点目です。 
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 ２点目は、IVの３のところで、主務大臣の権限の行使の規定がここで条文とほぼ同内容

で繰り返されているわけですけれども、この主務大臣の権限発動がどういう手順で行われ

るかについては一切記載がありません。やはり当然のことながら、主務大臣がどういう情

報に基づいて、あるいはどういう手続に基づいて権限を行使するのかということについて

の基本的な考え方が記述されるべきではないかと思います。 

 以上です。 

○石川委員長 ありがとうございました。 

 もう一点、思い出しました。不当な差別的取扱いのところで、場所などの制限とあるの

ですが、場所や時間などの制限と、時間も入れていったほうがよいと思います。場所と時

間というのが一番代表的な制限だと思いますので、よろしくお願いいたします。 

 どうぞ。 

○田中企画官 委員長、申しわけございません。１点だけ、ただいまの御意見について御

説明させていただきます。 

 相談体制の整備というところで、竹下委員が今おっしゃられた第14条に相談及び紛争の

防止等のための体制の整備というものがあるということで、７ページの対応要領について

の記載事項に④として相談体制の整備とございます。 

 御指摘の第14条の相談及び紛争の防止等のための体制の整備については、国及び地方公

共団体の様々な行政分野において相談あるいは紛争防止の機関が既に整備されております。

これを念頭に置きました記述は、基本方針の９ページのＶの一番下のパラグラフになりま

すが、２として「相談及び紛争の防止等のための体制の整備」で記述をさせていただいて

いるところでございます。 

○石川委員長 この点については事務局で調整していただくということでよろしいでしょ

うか。 

 まだまだ御意見は尽きないかとは思いますが、既に複数の委員からもございましたよう

に、前回の委員会での議論を相当程度反映していただきました。事務局、各省とも御努力

いただいたことに敬意を表したいと思いますし、また感謝申し上げます。 

 きょうの議論もさらに含めてパブリック・コメントの準備をしていただきたいと思いま

す。最終的な調整については、委員長一任としていただけますでしょうか。 

ありがとうございます。 

 それでは、今年中の閣議決定を目指しておりますので、時間的な制約もありますので、

パブリック・コメント前の本委員会での基本方針案についての議論はこれで終了とさせて

いただきます。次回のこの委員会の開催等につきまして、事務局のほうからお願いします。 

○加藤参事官 その前に１点、参考資料というのを１枚配付してございます。これは前回、

政策委員会におきまして竹下委員から御指摘をいただきました、障害を理由とする差別に

ついて考える地域フォーラムの実績といいますか、開催状況についてでございまして、大

変失礼いたしました。25年度につきましては全国10カ所で開催いたしまして、石川委員長
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あるいは野澤委員にも御協力いただきまして基調講演等、パネルディスカッションという

のを行ってまいりました。各会場で100名～200名の参加を得て、実績はお見せしたとおり

でございます。今年度につきましても９カ所で実施していく予定でございます。 

 次回の第19回政策委員会でございますが、基本方針の案のパブリック・コメントが終了

した時期を捉えて開催する予定でございます。多分12月の中旬以降の開催予定と思ってお

りますが、正式な日時、会場につきましては、また事務局のほうから調整の上、速やかに

御連絡申し上げます。内容としましては、パブリック・コメントなどを踏まえて修正した

閣議提出版の基本方針案について報告のほか、あと関係事業者などからアクセシビリティ

に関する取り組み状況をお聞きするなどの議題を考えております。 

 以上でございます。 

○石川委員長 どうもありがとうございました。 

 以上をもちまして本日「障害者政策委員会」は終了いたします。ありがとうございまし

た。 
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